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概要 

 

近年，洋上風力発電所（Wind Farm：WF）は大量導入，コスト低減，経済波及効果が期待され，

世界的に導入拡大が進められている。洋上 WF は広範囲で，かつ海岸線に沿って設置されるが，

地域間の連系線容量は系統容量に比して小さいため，再生可能エネルギーの更なる導入には連系

線の拡充が重要である。そこで，面的に分散して建設された複数の洋上 WF の発電電力を大需要

地まで送電する手段として，複数の交直変換所（端子）から構成される，高電圧直流送電（High 

Voltage Direct Current：HVDC）システムの活用が期待され，関連技術の開発が進められている。 

多端子 HVDC システムは，複数の洋上 WF の発電電力を，送電ロスが少ない直流で送電するこ

とが可能なため，効率的な長距離送電を実現できると考えられる。しかしながら，特定の 2 地点

間を接続する従来の HVDC システムよりも回路構成が複雑であり，直流系統内の潮流をより綿密

に制御することが必要となるなど，技術的な課題が多く残っている。また，多端子 HVDC システ

ムの直流区間において故障が検出された場合，直流遮断器により故障区間のみを遮断することで，

事故の影響を大きく受けていない健全回路のみを用いた縮退運転に移行することができる。縮退

運転時においてもシステムを停止することなく運転継続を行うためには，故障区間の遮断後のシ

ステム構成を考慮した有効電力・直流電圧制御が必要不可欠である。そこで本論文では，これら

の特徴を考慮した多端子 HVDC システムの変換器制御方式を提案する。 

更に，多端子 HVDC システムは，2 端子 HVDC システムと同様，各端子の融通電力を調整する

ことで，当該端子が接続している交流系統の周波数制御に寄与することが可能である。しかしな

がら，多端子 HVDC システムは直流区間を介して複数の陸上，洋上系統で相互に接続され，それ

らの系統間で電力融通を行うため，各端子における緊急時融通電力量の各端子での配分の決定方

法や，周波数サポート時における各端子の運転特性の切替について考慮する必要があり，2 端子

HVDC システムを対象に開発された周波数制御手法をそのまま適用することは困難である。そこ

で本論文では，系統安定度向上に貢献する HVDC システムの運用手法を提案する。 

また，提案手法を適用したシミュレーション解析により，これらの有効性を評価する。 

 

キーワード：高電圧直流送電，多端子直流送電システム，潮流制御，洋上風力発電 

*北海道大学大学院情報科学院システム情報科学コース，博士論文，SSI-DT46215034，2024 年 1 月 5 日 
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Abstract 

 

Renewable energy sources have been attracting worldwide attention because of environmental issues, for 

example the global warming. In addition, the High Voltage Direct Current (HVDC) system is being developed 

as a gateway system for offshore wind farm (WF) integration and as an inter-regional transmission system. 

Compared with the conventional point-to-point HVDC system which connects two specific points, Multi-

terminal HVDC (MTDC) system has multiple converter stations to realize the flexibility of power dispatch 

control and better economic efficiency. Therefore, it can be used in the WF integration in different regions. 

However, the circuit configuration of MTDC system is more complex than that of point-to-point HVDC 

system and many operational issues remain for practical use, such as the need for more precise power flow 

control in the dc system. In addition, conventional control methods of HVDC system do not consider 

operation under transient conditions, e.g., when a dc fault occurs on a dc transmission line. Therefore, this 

paper proposes a new active power and dc voltage control strategy that maintains stable operation even when 

the MTDC system is partially isolated because of a dc fault occurrence. 

Furthermore, the MTDC system can contribute to the frequency support of the AC system by regulating 

the output power of each terminal in the same way as a 2-terminal HVDC system. However, it is difficult to 

apply the frequency control method developed for 2-terminal HVDC systems to MTDC system without 

modification. Therefore, this paper proposes an emergency frequency control method that enables appropriate 

allocation of the amount of output power reference determined according to the frequency deviation to 

multiple terminals. The effectiveness of the proposed method is evaluated through simulation analysis by 

applying the proposed method. The effectiveness of the proposed control strategy is confirmed through the 

simulation analysis by PSCAD/EMTDC. 
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第 1 章 序論 

1.1 本論文の背景 

世界的な平均気温上昇による気候変動に対する取り組みとして，2015 年の第 21 回気候変動枠

組条約締約国会議（COP21）でパリ協定が採択されて以降，加盟国はそれぞれ温暖化ガス排出削

減目標を提出しており，2050 年までの CO2ネットゼロを掲げる国も増えている。水力や太陽光，

風力といった再生可能エネルギー（Renewable Energy：RE）は，石油や石炭等の化石燃料と異な

り，利用時に温室効果ガスである CO2を排出しないため環境への負荷が少なく，化石燃料代替に

よる温室効果ガス削減に大きく貢献するものである。このような背景から，RE 電源の導入拡大が

期待されており，中でも風力発電は低コスト，高いエネルギー変換効率といった優れた特性から

世界的に注目されている。風力発電の導入量は年々増加しており，2022 年時点で約 78GW であっ

た世界全体の風力発電累計導入量は，2027 年末には 155GW を超える見込みである[1] 特に，風力

発電は欧州を中心に全世界で導入が拡大しており，近年では中国・台湾・韓国を中心にアジア市

場の急成長が見込まれる。図 1.1 に示すように，我が国においても海岸に近い陸地や孤島など，

年間を通じて風況の良い場所を選んで着実に WF の設置が進められている[2]。 

なお，風力発電所（Wind Farm：WF）は陸上に風車を設置する「陸上 WF」と，海上や港湾内

に風車を設置する「洋上 WF」の 2 種類に大別される。陸上 WF は，沿岸部や山間などの風況の

良い場所が選ばれるが，立地規制の対象になっている地域も多いため，導入量には限界がある。

近年，風況や立地制約などの面で新たに陸上 WF を導入可能な地域が減少すると予想される中，  

 

 

図 1.1 日本の風力発電の導入推移[2] 
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風力発電の導入拡大を図るために，海域を利用した洋上 WF の導入拡大が期待されている。洋上

WF は建物や地形に風を遮られることなく安定的に発電が可能であり，土地や道路の制約がなく，

大型設備を建設可能といった特徴を持つことから，大量導入に積極的な国や地域は多い。図 1.2

に示すように，2022 年における洋上 WF の新規導入量は，欧州と中国で全体の 93％を占めてお

り，累計導入量では，欧州と中国はほぼ並びとなり，国別では中国が全体の 48％を占めている[3]。

中国は，2022 年末時点で稼働中 105 カ所，開発中 36 カ所，導入可能性があるものが 128 カ所，

計画中またはライセンス済 23 カ所の合計 292 カ所の洋上 WF を有しており，2 番目に多いイギリ

ス（148 カ所）の約 2 倍となるなど，積極的に洋上 WF の大量導入が進められている[4]。日本にお

いても風力発電の導入は陸上を中心に急速に増加しており，風力発電の導入量は 2022 年時点で

陸上 WF が約 4.6GW，洋上 WF が約 135.6MW であった[2]。なお，洋上 WF は，海底に杭などの

基礎構造物を設置してその上に風車を乗せる「着床式 WF」と，浮体の上に風車を乗せる「浮体

式 WF」の 2 種類に分類される。現状においては，コスト面で有利な着床式が一般的に導入され

ている。 

更に，表 1.1 に示すように，欧州各国では明確な洋上 WF の導入政策目標を掲げており，欧州

連合（Europe Union：EU）では 2050 年までに少なくとも 300GW 以上の導入を目指している[2][5]。

また，中国では 2060 年 CO2ネットゼロを掲げ，風力および太陽光発電の設備容量を 2030 年まで

に 1,200 GW 以上とする目標を掲げている。更に，イギリスでは 2019 年時点において 9.9 GW の

洋上 WF 累計導入量となっており，この時点で世界全体の約 33％を占めているなど，特に市場が

盛んな傾向にある。なお，イギリスは国土面積が狭く人口密度が高いため，発電設備を設置でき

る土地に制限がある一方で，海岸線が長く排他的経済水域（Exclusive Economic Zone：EEZ）が広

範囲であるという特徴がある。洋上 WF は海洋上に発電装置を設置するため，陸上よりもしっか

りと基盤を設置する必要がある。遠浅の海が広がっている場合，海底に直接装置を設置できるた

め，波や風の影響にも耐えうる洋上風力発電の設置が可能となる。そのためイギリスでは，導入

量に限界がある陸上 WF ではなく，EEZ を活用した洋上 WF の導入が進んだ背景がある。四方を

海に囲まれた我が国においても，海岸線が長く EEZ が広い点でイギリスと似た状況にあり，洋上

WF を導入する余地は多く残されていると考えられる。ただし，日本近海の多くは水深 50 メート

ル以上であり遠浅の地形が少なく，欧州などと比較して水深が深いことから，海底に基礎を築く

着床式風力発電を設置することが難しいと考えられている。なお，日本の国土面積は世界 61 位で

あるが，領海と EEZ を合わせた面積は世界 6 位であり、海域を利用する洋上 WF のポテンシャ 

 

 

図 1.2 2022 年における世界の洋上風力発電導入量[3] 
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表 1.1 各国の洋上風力発電の導入に関する政策目標[2] 

地域・国 政策 目標 設定年 

EU 

EU Strategy to harness the potential 

of offshore renewable energy for a 

climate neutral future 

2030 年までに少なくとも

60GW，2050 年までに 300GW 
2020 年 

イギリス British Energy Security Strategy 2030 年までに 50GW 2022 年 

ノルウェー 政府宣言 2040 年までに 30GW 2022 年 

 

ルは極めて大きい[6]。 

そこで，我が国においては深い海域でも設置可能な，風力発電機を海の上に浮かべる浮体式洋

上風力発電が主力となることが想定され，関連技術の開発が進められている。着床式 WF が浮体

式 WF に対して経済的に有利な境界水深は約 60 m とされており，国内で浮体式 WF を開発でき

る海域の余地は，着床式の 3 倍に達するという試算もある。なお，浮体式 WF は EEZ など風の強

い海域に設置可能であるため，十分にコスト競争力を持つ電源となることが期待される。従って，

我が国においては着床式と並行して浮体式 WF の開発を進めることにより，RE 電源の導入拡大

に貢献できるものと考えられる。なお，水深の浅い水域には限りがあることから，将来的には深

い水深での WF の建設が必要となることを見越して，欧州においても浮体式 WF を導入する動き

がある。近年，主に欧州において浮体式 WF の導入が急速に拡大しており，世界風力エネルギー

協会（Global Wind Energy Council：GWEC）は，全世界での浮体式 WF 導入量は 2019 年時点では

0.066GW であったが，2030 年には 9.5GW（うち欧州で 7GW）に到達するものと予想している。 

また，日本政府は 2020 年 10 月，2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする，

カーボンニュートラルを目指すことを宣言しており，これの実現に向けて RE 電源の導入拡大が

推進されている。2021 年に示された第 6 次エネルギー基本計画では，2030 年に向けたエネルギ

ー供給構造や電源構成などが定めらた。ここでは，2030 年の日本における電源構成において RE

電源が占める比率を 36～38％としたが，その中でも洋上風力発電を RE 主力電源化の切り札と位

置づけ，風力発電の導入目標を 10GW から 23.6GW に引き上げるなど，風力発電の大量導入に向

けた動きが大きくなっている。更に，洋上 WF の産業競争力強化に向けた経済産業省・国土交通

省の官民協議会において 2020 年 12 月に発表された洋上風力産業ビジョン（第 1 次）では，2030

年までに 10GW，2040 年までに 30～45GW の導入目標を掲げるとともに，案件形成の加速化のほ

か送電網や拠点港湾などのインフラの計画的整備を行うことが示された[5]。加えて，海洋 RE 発電

設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律の施行など，洋上 WF 導入拡大に向けて必要な

法整備も進められている。このような背景のもと，現在，日本では更に規模の大きな洋上 WF の

建設が進められており，今後より多くの電力需要を RE 電源によりまかなえるようになることが

期待されている。 

以上のように，地球環境問題をはじめとするエネルギー問題の解決に向けて，世界的に WF に

代表される RE 電源の導入拡大が進んでいる。我が国においては，EEZ において洋上 WF を導入

する余地が多く残されていると考えられており，特に，深い海域でも設置可能な浮体式洋上風力

発電の主力電源化が期待されている。このような背景のもと，洋上 WF といった RE 電源の活用

を前提とした，電力系統の運用方法や関連技術の開発は急務であると考えられる。 
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1.2 再生可能エネルギー電源導入拡大が電力系統に与える影響 

前節でも述べたように，近年，化石燃料使用時に排出される温室効果ガスが地球温暖化を招く

など地球環境問題が深刻化する中で，RE 電源主力電源化に向けて WF に代表される RE 電源の導

入拡大が期待されている。ただし，RE 電源の導入拡大に伴って，既存の電力系統に様々な影響が

及ぶものと考えられており，RE 電源の大量導入に向けては技術的課題が未だ多く残っている。 

現在，電力系統に接続される発電機は基本的に同期発電機（Synchronous Generator：SG）であ

る。ここで，系統慣性（以下，慣性）は系統内における SG の慣性の合計に概ね相当する。この

系統の慣性が大きいほど，発電と需要のバランスが崩れた際，周波数が変化しづらくなるため，

電力システムの安定性が高くなる[7]。しかしながら，太陽光発電や風力発電などのインバータ電

源（非同期電源）は，水力発電や火力発電などの従来電源とは異なり，一般的に回転機が提供す

る慣性力や同期化力を保有しない。今後，非同期電源が増え，これまで活用してきた系統内の SG

の運転台数が相対的に減少すると，回転周期を保とうとする慣性が弱くなり，系統安定性の低下

が懸念される。 

また，図 1.3 に日本における洋上 WF のポテンシャルマップ，図 1.4 に洋上大型風力発電の推

計値を示す[8]。ここで，導入ポテンシャルとは，エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因

による設置の可否を考慮したエネルギー資源量を意味している[9]。ここでは，洋上 WF の導入ポ 

テンシャルは，年間平均風速が 6.5 m/s 未満，陸地から 30 km 以上，水深 200 m 以上の箇所，国

立・国定公園（海域公園）の敷地を除いて推定されている。図 1.3 より，年間平均風速が 8.5 m/s

以上である赤・オレンジ色で示した洋上 WF の適地は，一部地域に偏在していることがわかる。

特に，北海道や東北，九州における導入ポテンシャルは約 45GW と，全体のおよそ 80％を占めて 

 

 

図 1.3 日本における洋上風力発電の導入ポテンシャルマップ[8] 
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図 1.4 日本における洋上 WF のポテンシャル推計値[8] 

 

おり，本州の日本海側は東北や九州を除いて，あまり大きな導入ポテンシャルがないことが図 1.4

からも確認できる。なお，先述した推計値通りに WF の導入を実現することは現実的には困難で

あるものの，今後の RE 電源拡大においては地域的に偏りが生じることは明らかである。一方，

我が国における大需要地は東京，中部，関西の各エリアに多い傾向がある。このように，洋上 WF

の適地と電力大需要地とは離れた場所にあるため，洋上風力のポテンシャルを生かすためには長

距離を効率的に送電する技術が必要となる。仮に，導入ポテンシャルに沿って洋上 WF の導入が

推進された場合，大需要地への効率的な送電が進展しなければ，エリア内での電力需給バランス

を崩すことが懸念される。また，国際エネルギー機関（International Energy Agency：IEA）による

と，日本の洋上 WF の導入ポテンシャルは，アジアで最大であると報告されている。このポテン

シャルのうち，離岸距離が 60km 以内の海域だけで，日本の総電力需要の 2 倍以上に相当するも

のと見込まれている。なお，我が国における洋上 WF 導入ポテンシャルのうち，浮体式に適した

水深 60m 以上の海域が 98％以上を占めている。そのため，我が国における RE 電源の導入拡大に

は，浮体式 WF に関連する技術開発が不可欠である。 

本節では，以上のような RE 電源の大量導入が既存の電力系統に与える影響とその解決方策に

ついて説明する。なお，系統安定性への影響については 1.2.1 項，送電線容量に関する課題と地域

間連系の活用については 1.2.2 項に，それぞれ分けて述べる。 

1.2.1 再生可能エネルギー電源導入拡大に伴う課題 

先述のように，従来の水力発電，火力発電などで用いられる SG は慣性力を保持しており，電

力系統の周波数と同期して回転している。電力系統内で需給バランスが崩れ，周波数が変動しよ

うとしても，回転体が保持する慣性力によって同一の速度で回転しようとする作用が働くことで，

出力が調整されて周波数の低下を防ぐことができる。このため，SG が十分多く連系される系統に

おいて，大規模な電源脱落や送電線故障の発生に対しても，ある程度系統周波数が安定するとい

う特徴を持つ[10]。一方，近年導入量が増加している太陽光発電や風力発電に代表される RE 電源

の多くは，インバータを用いた直流電力の交流電力への変換を介して電力系統へ接続している。

このインバータ電源は，一般的に PLL（Phase Locked Loop）制御により系統周波数と同期してい

る。そのため，タービン等の機械的な回転体を有する SG とは異なり，パワーエレクトロニクス・

デバイスによって構成される静止器であるため，通常，回転体の慣性力や同期化力に相当する機

能を具備していない。このため，インバータ連系型の RE 電源が大量導入され，通常の SG の起
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動台数が系統から相対的に減少すると，電力系統全体の回転体による慣性力の保有量が低下する

[11]。慣性が低下すると，電源脱落等の事故直後における周波数変化率（Rate of Change of Frequency：

RoCoF）や周波数最低値（以下，Nadir）が悪化し，最悪の場合，連鎖的に電源が脱落することに

よって大規模停電（ブラックアウト）に至ることが懸念される。そのため，インバータ連系型 RE

電源の大量導入などにより，非同期電源の導入比率が増加することが想定される状態においては，

このような事態を回避するために電力系統において安定供給に必要な慣性力や同期化力を確保す

るための方策について検討する必要がある。更に，各電源が災害時等においても十分に安定供給

維持に貢献するためにも，慣性力確保に向けた検討は重要である。なお，この慣性低下に伴う問

題は，RE 電源の導入ポテンシャルが高く，比較的小規模かつ独立した離島等の電力システムにお

いて顕著になるものと考えられる。実際に，2016 年 9 月には，RE 電源の大量導入が進んでいる

南オーストラリアにおいて，慣性力不足が原因とみられる大規模停電が発生している。 

以上のような非同期電源の増加に伴う慣性力低下に関連する問題は，RE 電源の比率拡大に対

応するために世界各国で検討が進められている。中でも，アイルランドやイギリスといった風力

発電の導入割合が大きく，かつ周囲との系統連系が弱く孤立性が高い地域において中心的課題と

して議論されている。慣性の低下問題に関する総合的な技術研究開発の例としては，欧州におい

て，2016 年から 2019 年に研究開発プログラム Horizon 2020 の一環として MIGRATE という慣性

力関連の基礎検討を行うプロジェクトが実施された。MIGRATE では，パワーエレクトロニクス

で接続される機器の大量導入に関して，課題の把握と定義，リアルタイムの測定と制御，システ

ムの制御と運用，送電網の保護，電力品質に関する包括的な取り組みが行われた[12]。イギリスで

は，この MIGRATE での研究成果を活用し，慣性のモニタリング，慣性供給に関する市場開設の

準備が進められている。また，アメリカでは，国立再生可能エネルギー研究所（National Renewable 

Energy Laboratory：NREL）が課題解決のロードマップを発表するなど，慣性低下に関する問題に

対して総合的な取り組みを行っている[13]。このように，将来，電力系統を安定させつつ RE 電源

の導入を促進するため，RE 電源の大量導入時に懸念される慣性力の低下対策に関する基盤技術

開発が世界的に実施されている。 

この慣性力低下に伴う問題の解決策の一つとして，同期発電機を増設して瞬時予備力を増加さ

せる方法が考えられるが，偶発的事故に対するコスト増の観点から非現実的である。また，電源

脱落などの事故発生時において，不足した電源分に相当する負荷を遮断することで需給バランス

を保ち，周波数の低下を防ぐ方法も考えられる。ただし，この負荷遮断を系統側で実施する場合

には，供給信頼度を損ねるといった観点で課題が残る。また，需要家側で負荷遮断を行う場合に

は，デマンドレスポンスの発動により電圧変動が生じることが懸念される。 

そこで，近年では慣性力を持たない静止型電力変換器に同期発電機の挙動を模擬させ，あたか

も慣性力があるように動作させる仮想同期発電機（Virtual Synchronous Generator：VSG）制御と呼

ばれる概念が登場しており，これに関連する様々な研究が進められている。VSG 制御は，非同期

電源の出力や交流電圧において，同期発電機と同様の挙動をさせる制御手法である。同期発電機

の慣性を含む動揺方程式を満足するように振舞わせることで，仮想的な慣性をもたせることがで

きるといった特徴を持つ。この VSG 制御方式を，RE 由来のパワーコンディショナ（Power 

Conditioning Subsystem：PCS）や電力系統に既存の設備などにおいて実施することで，従来の SG

の役割を代替し，対策コストを大幅に増加させることなく，系統安定性を損なわずに RE 電源の

更なる普及拡大に貢献することが期待される。なお，一般的に蓄電池システムや蓄電池併設型の
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分散電源に VSG 制御を適用することが考えられるが，これらの設備は高コストであるといった

課題が残る。そこで，既存の設備である LFC 水力発電機や，RE 電源の導入拡大に伴って新設が

予定される高電圧直流送電（High Voltage Direct Current：HVDC）システム等において VSG 制御

を実施し，系統安定化に寄与することが期待される。 

1.2.2 地域間連系線の活用による洋上風力発電の導入拡大に関する動向 

1.2 節で述べた通り，我が国には大量の洋上 WF の導入ポテンシャルが存在するものと考えら

れているが，この導入ポテンシャルに沿って洋上 WF の導入拡大を進めるためには，その分だけ

送電線の容量が必要となる。なお，既存系統の空き容量が十分でない場合には，RE 電源導入に伴

う各エリアの系統課題を考慮した既存系統の増強が必要となる。また，交流送電網においては，

送電線自体の定格容量の他に安定性制約による制限を受けるため，実際に送電網が送電できる電

力は個々の送電線の定格容量以下の大きさとなる。更に，緊急融通能力の確保など各種の余裕度

を考慮し，実際に送電できる電力の容量が｢運用容量｣として設定される。空き容量の十分でない

既存の送電線でそれを確保しようとすると，混雑時に容量が足りなくなる可能性があるといった

観点から，新たな発電機の既存系統への接続を拒否される例が多い。 

我が国においては，図 1.3 に示すように北海道・東北エリアに需要をはるかに上回る大量の洋

上 WF が導入されることが想定されるが，この洋上 WF の発電電力を大需要地である東京エリア

へ送るためには，系統の増強，特に地域間連系線の増強が重要である。WF の適地と，系統に連

系できる地点の間に送電線がなく，また距離も離れているような状況では，発電事業者による自

営送電線の建設も困難となり，RE 電源のポテンシャルを十分に活用できないといった問題が生

じる。実際，風力発電などの RE 電源の導入が盛んな北海道では既に，送電線を増強しない限り

多くの地域で新規接続ができなくなっているといった現状がある。 

そこで，洋上 WF を含む RE の主力電源化に向けては，送電容量等の系統制約を克服し，全国

規模での広域連系系統の形成が必要となると考えられる。この送電線容量に関連する問題につい

ては，RE 電源の大量導入が進んでいる国で特に活発に議論されている。欧州では，洋上 WF によ

る発電電力を陸地まで送る海底送電線や，地域間を結ぶ連系線を，いずれも送電事業者がイニシ

アティブをとって整備する事例がある[14]。また，欧州諸国は国際連系線の整備についても精力的

に進めており，海をまたぐ国際連系線の計画も多数ある。特に，洋上 WF が大量導入されること

が想定される北海やバルト海では，国際連系線を洋上 WF と組み合わせて敷設する計画が進めら

れている[15]。これらのプロジェクトでは，洋上の変電施設や島のハブとしての活用を考慮し，洋

上 WF の導入を念頭において整備することで，コストや環境負荷の低減を目指している。更に，

国際連系線の実現により，洋上 WF や太陽光発電などの出力変動を有する多様な電力を両国間で

柔軟に融通することが可能となり，更なる RE 電源の普及促進につながることが期待されている。

また同時に，この連系線は緊急時の電力融通に資することから，両国におけるエネルギーセキュ

リティの確保やレジリエンス向上に寄与できるものと考えられる。図 1.5 に 2040 年までに導入

が予想される欧州の国際連系線を示す。これは，2023 年 1 月に，欧州の送電会社の集まりである

European Network of Transmission System Operators for Electricity （以下，ENTSO-E）が欧州連合エ

ネルギー規制機関間協力庁（Agency for the Cooperation of Energy Regulators：ACER）に対して提出

したレポート中の分析結果である。ENTSO-E は，2025 年から 2030 年の 5 年間において，50 以上 
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図 1.5 2040 年における国際連系線の導入見込み[14] 

 

の国境における 64GW の送電線増強（2025 年比で 55%増）について経済合理性があり，更に 2040

年に向けては 65 以上の国境で 88GW の送電線増強（2025 年比 75%増）の可能性があると報告し

ている。このように，欧州などにおいては国内での地域間連系だけでなく，国際連系線について

も世界的に議論されている状況にある。 

以上のような背景から，我が国においても，WF に代表される RE 電源の導入ポテンシャルの

多くが一部地域に偏って存在することにより，既存の電力系統の容量では送電が難しくなること

が想定され，RE 電源の導入が見込まれているエリアと大需要地とを結ぶ地域間連系線の増強に

ついて議論されている。特に，地域間連系線と基幹送電線の増強に関する全国大の計画として，

2023 年 3 月に電力広域的運営推進機関（OCCTO）から，広域連系系統のマスタープラン[16]が公

表されている。このマスタープランにおいては，北海道，東北，東京間のルートにおいて RE 電

源の発電電力を長距離にわたって効率的に送電する上で，一般的な交流送電による増強だけでな

く，送電線コスト面でも長距離送電に有利な直流を用いた超高圧の長距離海底直流送電の構築が

有望な方策とされており，合理的な送電網の早期の整備が期待されている[17]。 

1.3 高電圧直流送電システムに関する研究の動向 

前節では，RE 電源の既存系統への大量導入によって生じることが想定される課題と，地域間連

系線の活用による洋上風力発電の導入拡大に関する動向について述べた。我が国は，WF に代表

される RE 電源を積極的に推進していく方針を掲げているが，先述のように，洋上風力活用のた

めには安定的かつ効率的に送電可能な送電システム技術の開発が必要不可欠である。このような

背景から，近年，長距離送電に有利な直流を用いた超高圧の長距離海底直流送電システムについ
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て検討される等，一般的な交流での送電のみならず，直流送電を活用したシステムについても関

連技術の研究開発が進んでいる。 

そこで本節では，洋上 WF の導入拡大に伴って新設が予想される HVDC システムの概要につい

て説明するとともに，これに関連する研究開発の動向や運用例について述べる。 

1.3.1 2端子 HVDCシステムの役割と運用例 

HVDC システムは，既存の交流系統の送電方式に交直変換所を介して直流に変換し，長距離区

間を架空線及び直流ケーブルにより送電を行うシステムである。なお，変換器が同一構内に設置

される周波数変換設備（Frequency Converter：FC）や非同期連系設備（BTB : Back To Back：BTB）

も，直流送電を活用した設備である。直流送電は，交流のような位相角に基づく同期機間の安定

度問題はない。また，送電ロスが少なく，長距離大容量送電ができる上に，送受電端で同期運転

の必要がないため，周波数の異なる交流系統を接続して潮流制御が可能である。そのため，需要

地までの距離が長い場合や，ケーブル送電を適用する場合には，RE 電源を連系する際に HVDC

システムが適している可能性がある。なお，送電電圧にもよるが，一般的に 50km が損益分岐点

と考えられている。更に，HVDC システムは電力エリア間の融通だけでなく，洋上風力発電やメ

ガソーラー発電など大規模 RE 電源の系統連系，遠隔地から大需要地への長距離送電など，RE 電

源の主力電源化を実現するためのソリューションとしても注目を集めている。 

この HVDC システムは，サイリスタなど他励式変換器を用いた他励式システムと，IGBT

（Insulated Gate Bipolar Transistor）や GTO（Gate turn-off Thyristor）などのオンオフ制御デバイス

を用いた自励式システムの 2 種類に大別される。図 1.6 に他励式 HVDC システムの回路構成例

（双極構成）を示す。なお，この双極構成に関する説明は後述するが，他励式 HVDC システムは，

主に次の 5 つの設備により構成される[18]。 

 

① 他励式変換器（変換用変圧器，直流リアクトルを含む） 

② 交流フィルタ 

③ 調相設備 

 

 

図 1.6 他励式 HVDC システムの回路構成例[18] 
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④ 直流フィルタ 

⑤ 制御保護装置 

 

他励式 HVDC システムでは，特に低次高調波が多く発生するため，自励式 HVDC システムと

比較してより大規模なフィルタ設備の設置が必要である。また，他励式変換器では運転時に遅れ

無効電力を消費するため，これを補償するための調相コンデンサを必要とするという特徴がある。

なお，他励式 HVDC システムはブラックスタートが不可能である。 

これに対し，自励式 HVDC システムでは，電圧源を変換器内に有しており，系統の電源に依存

せず変換素子のオンオフが制御可能なデバイスを適用することによって，電圧・位相を自在に制

御できる。なお，自励式 HVDC システムは，以下のような優れた特徴を持つ[17]。 

 

①有効電力及び無効電力を個別かつ高速に制御可能 

②ブラックスタートが可能 

③連系交流系統の事故時の安定化サポートが可能 

④連系点の系統が弱くても連携可能 

 

そのため，近年では世界の HVDC プロジェクトにおいて，自励式 HVDC システムの選択が増加

している。また，RE 電源側のネットワークが弱く短絡容量が小さい場合や単独系統の場合，ブラ

ックスタートの要求がある場合などは，前述の①～④の特徴を持つことから自励式 HVDC シス

テムが多く適用されており，既に洋上 WF の系統連系や，RE 電源が多く導入されている離島の

本土への系統連系などで導入実績がある。なお，他励式 HVDC システムを多端子化する場合，モ

デルの構築，運用が複雑になるが，自励式 HVDC システムにおいては容易に多端子化が可能とな

る。従って，今後日本国内で導入が予定されるマスタープランによる系統増強や，洋上風力連系

用の HVDC システムの多くは，自励式システムが採用されるものと考えられている。そこで本論

文においても，自励式 HVDC システムを研究対象としている。 

 図 1.7 に自励式 HVDC システムの回路構成例（単極構成）を示す。なお，この単極構成に関す

る説明は後述するが，自励式 HVDC システムにける各交直変換所（以下，端子）は，主に次の 5

つの設備により構成される[18]。 

 

① 自励式変換器（直流コンデンサを含む） 

 

 

図 1.7 自励式 HVDC システムの回路構成例[18] 
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② 連系リアクトル＋連系変圧器または変換器用変圧器 

③ 高調波フィルタ 

④ 直流フィルタ 

⑤ 制御保護装置 

 

なお，本システムは，先述のようにデバイスのオンオフを制御できるため，有効電力及び無効電

力を制御可能であり，調相設備は基本的に不要である。また，自励式 HVDC では，素子を多数直

列接続されたアームでブリッジを構成し，主に 2 レベル変換器もしくは 3 レベル変換器として動

作させる方式が採用されている。本論文においては，構成と制御が簡単なため一般的に使用され

る，2 レベル変換器を以降のシミュレーション解析に用いることとする。 

更に，近年ではスイッチング損失を小さくし，かつ高調波成分を低減できる回路方式として，

MMC（Modular Multilevel Converter）方式を採用した自励式 HVDC 変換器が提案されている。高

効率な自励直流送電システムの実用化技術として，MMC 方式が今後の主流となることが見込ま

れている。これは高電圧大容量化に対応できること，従来の自励 HVDC 方式と比較して効率が良

いこと，変換器が発生する高調波電圧が高い周波数成分，かつその発生量が小さいため高調波フ

ィルタをほとんど必要としないことなどのメリットによる。MMC を用いた HVDC システムは，

Trans by プロジェクトにおいて世界で初めて実用化されている。MMC は省スペース化，電圧サポ

ート機能という自励変換器の基本的特徴に加えて，損失及び電磁ノイズ，可聴ノイズの低減とい

う環境性の向上を実現している。我が国でも MMC に関する研究開発が活発に進められており，

フルブリッジセル構成の MMC を用いて直流送電システムの直流事故に対応した方式などが提案

されている。 

また，洋上風力発電の導入が進んでいる海外では，2 つの端子を直流ケーブルで接続する，Point- 

to-Point 方式の HVDC システムの敷設が進められている。図 1.8 に示すように，特に欧州をはじ  

 

 

図 1.8 欧州における自励式 HVDC システム[19] 
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め南北アメリカ，中国など世界中で HVDC システムの導入が急速に進んでいる。2020 年から 2025

年にかけての HVDC 市場の年平均成長率は約 11％と予測されており，これは世界の GDP（Gross 

Domestic Product）成長率予測の 3 倍以上である[20]。具体的には，アメリカにおいて「Atlantic Wind 

Connection」と呼ばれる，2 端子 HVDC システムによって洋上風力の長距離送電を実現する計画

が進められている。また，欧州でも HVDC システムの洋上風力発電プロジェクトが進んでいる

が，これらの多くは，同様に 2 端子での直流送電を適用しているものである[21]。 

我が国においても，北海道と本州を結ぶ北海道・本州間電力連系設備や，四国と紀伊半島を結

ぶ紀伊水道直流連系に HVDC システムが採用されている。更に，異なる周波数の交流系統間を直

流で連系する FC が佐久間・新信濃・東清水の 3 か所に存在する。また，北陸地方と中部地方を

電気的に直流で繋ぐ南福光 BTB があるが，これは同じ周波数の交流系統間を連系している。以上

のように，直流送電の強みを生かせるような場面において，これまでにも 2 端子 HVDC システム

の導入事例が国内外で多数存在する。 

なお，先述の通り自励式 HVDC システムは瞬時かつ精確な電力潮流の制御が可能であるため，

地域間連系のみならず，既存の交流系統の安定化にも寄与することができると考えられる。1.2.1

項で述べたように，インバータ連系型 RE 電源の導入拡大と SG の稼働台数の減少に伴う慣性力

の低下によって，電力系統の周波数が変動しやすくなることが懸念されている中で，HVDC シス

テムそのものは慣性を保持しないが，需給バランスが崩れている系統に直流送電線を介して電力

を供給，もしくは余剰電力を送電することで系統の周波数変動を抑制することが期待される。ま

た，前節で説明した VSG 制御についても，既存の HVDC システムに制御システムを実装し，慣

性低下によって生じる問題の解消に寄与できるものと考えられる。従って，HVDC システムは，

将来的に大規模導入が想定される RE 電源から大需要地までの送電のみならず，直流区間を介し

た電力融通に基づく周波数サポートによって，システムに接続される交流系統のレジリエンス向

上に寄与することが期待される。 

1.3.2 多端子HVDCシステムへの拡張と運用例 

近年，洋上 WF の大規模な導入や電力系統の広域運用といった観点から，特定の 2 地点を接続

する直流送電のみならず，複数の地点の接続に直流送電を活用することが検討されている。この

ような背景から，1.3.1 項で述べた 2 端子 HVDC システムを拡張し，複数の洋上 WF や陸上系統

を接続する，多端子 HVDC システムに注目が集まっている。図 1.9 に従来型の 2 端子 HVDC シ

ステム及び多端子 HVDC システムのイメージ図を示す。多端子 HVDC システムは，従来の 2 端

子 HVDC システムと異なり，直流ケーブルの断線といった事故時において，直流系統の構成によ

っては故障の影響を受けていない他のルートを用いて迂回送電が可能であり，信頼性が高いとい

った特徴を持つ。また，複数地点を直流送電によって接続する場合，2 端子 HVDC システムを複

数構築するより効率的なシステム構築が可能となる場合がある。なお，多端子 HVDC システムの

系統構成は，設置予定場所の地形や設置目的，建設コスト面などにより，様々なルートをとるこ

とが想定されるため，構成もプロジェクトごとに様々な形状が考えられる。 

ここで，HVDC システムは対称単極（symmetrical monopole）と双極（bipole）の 2 種類のシス

テム構成に大別される。なお，極とは交直変換器を意味している。我が国で検討されているマス

タープランにおいても，これら 2 種類のシステム構成について検討されている[16]。図 1.10 に対 
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(a) 2 端子 HVDC システム 

 

(b) 多端子 HVDC システム（3 端子での例） 

図 1.9 HVDC システムの構成イメージ 

 

称単極及び双極システム構成の概略図を示す。対称単極は，構成がシンプルであり極間の電圧が

大きくとれるため大きな容量を構成しやすいといった特徴を持つ。その他のシステム構成と比較

して容量あたりのコストが最小であるため，特に制約がない場合にこの構成が選択されるものと

考えられる。一方，双極構成では，HVDC システムにおける直流系統側で発生した故障に対して，

多くの場合，半分の容量で運転継続可能になるといった特徴を持つ。そのため，双極構成は，シ

ステムに冗長が求められる場合に選択されることが想定される。しかしながら，双極構成では，

同じ容量において対称単極より変換所コストが 10～20%増となることや，敷地面積及び建屋が対

称単極構成の場合の約 2 倍になるといったデメリットがある。以上のように，多端子 HVDC シス

テムの制御・保護システムの開発においては，様々な環境を想定したシステム構成下において適

用可能となるように検討を進める必要がある。 

RE 電源導入拡大に向けて，以上のような多端子 HVDC システムに関連するプロジェクトが，

近年，世界的に進められている。欧州では，2016 年から 2019 年にかけて実施された PROMOTioN

（PROgress on Meshed HVDC Offshore Transmission Networks）プロジェクトにおいて，洋上 WF を

既存系統に接続するための多端子 HVDC システムの研究開発が進められるなど，実用化・国際規

格化を目指している。また，イギリスでは Caithness Moray プロジェクトにおいて，スコットラン

ド北部の WF の導入拡大に伴う系統増強を目的に，対称単極構成の 2 端子HVDC システムが 2019

年から運用されている。このプロジェクトでは，Shetland HVDC Link プロジェクトで敷設予定の

HVDC システムとの多端子接続を前提にした，変換所の設備計画が含まれている。この Shetland 

HVDC Link プロジェクトは，2024 年に欧州初の 3 端子 HVDC システムとして完成予定である。

なお，この HVDC システムは，更に 5 端子まで拡張される計画があり，600MW の風力発電の連

系が可能となるものと想定されている。 

また，上述の Shetland HVDC Link プロジェクトでの例のように，従来型の 2 端子 HVDC シス

テムとして敷設したシステムに，後から端子を追加することで多端子化した HVDC システムを構

成することが可能である。ただし，既に設置が完了した HVDC システムにおいては，直流送電線

の改造等によってコスト増となる可能性が高い。従って，シミュレーション解析等の実施によっ 
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(a) 対称単極 

 

(b) 双極 

図 1.10 システム構成の概略図 

 

てシステムの挙動を確認した上で，2 端子 HVDC システムの設置前に将来の多端子構成を予め計

画しておくことが現実的なシステムの運用方法であると考えられる。なお，以上のように，欧州

において多端子 HVDC システムの導入拡大が進められているものの， 高調波共振や振動等の計

算機では模擬できない要因による事故が発生するなど，技術的な課題が残っていることが確認さ

れている。 

また，中国では内陸にある大規模 RE 電源での発電電力を，海岸部の大消費地に送るための多

端子 HVDC システムを開発している[22]。我が国においても，2023 年 3 月に広域機関が公表した

マスタープランにおいて，北海道・東北エリアと東京エリアをつなぐ 6〜8GW の連系線増強がベ

ースシナリオに盛り込まれるなど，複数の陸上受電点と洋上 WF を繋ぐ，直流送電技術を活用し

た連系線に注目が集まっている。 

以上のように，3 地点以上を接続する多端子 HVDC システムに関連するプロジェクトは国外で

の動きも活発であるが，信頼性に優れるシステムの実現には，システム設計や制御・保護手法の

ような難度の高い技術開発が必須である。多端子 HVDC システムは，複数地点を直流にて接続す

るため，当然ながら 2 端子 HVDC システムよりも回路構成が複雑となる。従って，直流区間にお

ける潮流制御や，直流区間において事故が発生した場合における制御・保護方式は，従来の 2 端

子 HVDC システムを対象として開発したものをそのまま適用することは困難であり，これらの技

術開発は急務であると考えられる。特に，事故等によって多端子 HVDC システムが全停止に至る

と，地域間連系線としての役割を果たすことができず，システムに接続される複数の交流系統の

安定性に影響を及ぼすことが懸念されるため，健全回路における運転継続の可能性を最大限高め

ることが求められる。 

このような背景から，多端子 HVDC システムの安定した運転を実現するために必要な制御・保

護システムを開発することで，今後の大規模洋上 WF の連系拡大に大きく寄与できるものと考え

られる。なお，多端子 HVDC システムにおいても，2 端子 HVDC システムと同様，複数の端子に

わたって適切な電力融通を行うことで既存の交流系統への周波数サポートを行い，系統安定化に

寄与することが期待される。ただし，先述のように，多端子 HVDC システムの潮流制御は 2 端子
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HVDC システムの場合と比較してより複雑かつ正確な制御性能が求められるため，従来の 2 端子

HVDC システムを対象に開発された周波数制御手法をそのまま適用することは困難である。従っ

て，多端子 HVDC システムにおいて周波数サポートを実施するためには，これに関連する更なる

技術開発が不可欠である。 

1.4 本研究の目的と構成 

前節までに述べたように，地球環境問題をはじめとするエネルギー問題の解決に向けて，今後

WF に代表される RE 電源が大量に導入されることが予想されるが，洋上 WF の活用のためには

安定的かつ効率的に送電可能な送電システム技術の検討が必要不可欠である。特に，複数の洋上

WFや陸上系統を接続する多端子HVDCシステムに関連するプロジェクトは国外での動きも活発

であるが，信頼性に優れるシステムの実現には，システム設計や制御・保護手法のような関連技

術の開発が急務となっている。 

このような背景から，本論文では，RE 電源の導入拡大に貢献することを目的として，洋上 WF

の接続を想定した HVDC システムの活用に着眼し，信頼性が高くシステムの安定した運転を実現

する端子間協調による有効電力・直流電圧制御手法を提案する。また，多端子 HVDC システムの

直流区間において故障が発生した場合を想定し，故障区間の遮断後において故障の影響を受けて

いない健全回路の運転継続を可能とすることを目的とした，緊急時潮流制御システムへの切替手

法を提案する。 

更に，多端子 HVDC システムは，2 端子 HVDC システムと同様，各端子の融通電力を調整する

ことで，当該端子が接続している交流系統の周波数制御に寄与することができる。そこで本論文

では，系統安定度向上に貢献する多端子直流送電システムの運用手法に着目し，周波数偏差に応

じて決定した融通電力量の複数端子への適切な配分を可能とする緊急時周波数制御方式を提案す

る。 

なお，RE 電源の導入拡大においては，送電線容量による制約の他に，インバータ電源の増加に

よる慣性力の低下への対策方法についても未だ課題が残っている。そこで本論文では，以上の背

景から新設が予想される HVDC システムへの実装を想定した，VSG 制御システムを提案する。 

以下，本論文の構成および概要について記載する。 

 

第 2 章では，想定する多端子 HVDC システムの前提条件，本論文で提案する可変電圧閾値方式に

よる多端子 HVDC システムの有効電力・直流電圧制御手法について記述する。更に，本手法に適

用する，運転特性切替時における誤動作対策について説明する。また，シミュレーション解析に

よる提案手法の有効性評価についても記述する。 

 

第 3 章では，想定する故障条件について説明した後，直流区間における故障発生時を想定した多

端子直流送電システムの制御手法，シミュレーション解析による提案手法の有効性評価について

記述する。また，離散ウェーブレット変換を用いた故障検出手法と変換器制御への応用について

も記述する。 

 

第 4 章では，周波数偏差に応じて決定した融通電力量の複数端子への適切な配分を可能とする緊
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急時周波数制御方式について述べる。また，HVDC システムへの実装を想定した VSG 制御方式

と，シミュレーション解析による提案手法の有効性評価についても記述する。 

 

第 5 章では，全体を通して得られた所見を含めた結論および今後の展望を述べる。 
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第 2 章 HVDCシステムの交直変換器制御 

前章で述べたように，WF に代表される RE 電源の大量導入に向けて，HVDC システムが新設

されることが想定される。特に，複数の洋上 WF や陸上系統を接続する多端子 HVDC システムの

活用に注目が集まっているが，運用上の課題は多く残っている。 

多端子を有する HVDC システムは，特定の 2 地点間のみを接続する従来の point-to-point と呼ば

れる 2 端子 HVDC システムよりも回路構成が複雑であり，直流系統内の潮流をより綿密に制御す

ることが必要となる[23][24]。複数の洋上・陸上系統から構成される HVDC システムにおいては，複

数の直流ケーブルから構成される直流系統を介して，システムに接続される WF の発電電力の送

電だけでなく，複数の陸上系統間での電力融通が可能である。従って，複数端子での協調を考慮

しつつ，直流系統内の直流電圧・有効電力を制御可能な技術開発が必須となる。これまでにも多

端子 HVDC システムの潮流制御方式は多く開発されており，代表的な制御方式として，マスター

スレーブ方式，電圧ドループ方式，電圧マージン方式が挙げられる[25]。これらの詳しい制御方法

や特徴については 2.2 節で述べる。また，これらを基礎とした新しい有効電力・直流電圧制御手

法についても検討されているが，ある変換所（端子）が意図せず停止，あるいは直流系統から切

り離される（以下，端子脱落）場合における信頼性や，HVDC システムに接続される WF の急峻

な出力変動に起因する端子間での制御の干渉のリスクがあるといった観点から，技術的な課題が

残る。特に，RE 電源の導入ポテンシャルが高い離島といった，比較的小規模な系統に大容量の

HVDC システムが連系される場合には，端子脱落などによって HVDC システムが停止すると，系

統周波数が大きく変動することが懸念される。 

そこで，本論文ではこの点に着目し，これらの問題の解消を目的とした多端子 HVDC システム

における端子間協調による有効電力・直流電圧制御方式を提案する。本章の構成は以下の通りで

ある。2.1 節では想定する前提条件，2.2 節では従来の有効電力・直流電圧制御の概要と問題点に

ついて述べる。また，2.3 節で提案手法についてについて述べ，2.4 節でシミュレーション解析に

より提案手法の有効性を評価した結果について説明する。 

2.1 想定する前提条件 

本節では，多端子 HVDC システムにおける有効電力・直流電圧制御方式を提案するにあたり前

提とする条件について記述する。本論文では，文献[26]を参考に多端子から構成される自励式の

電圧源コンバータを用いた VSC-HVDC（Voltage Source Converter：VSC）システムを構築し，これ

に提案制御手法を適用することを想定している。また，1.3.2 項で述べた通り，多端子 HVDC シス

テムは対称単極，双極の 2 種類のシステム構成に大別される。本論文においては，基本的に対称

単極システムを制御対称としているが，以降に提案する各端子の運転特性切替のアルゴリズムは，

双極構成であっても制御の基礎として活用できるものである。なお，対称単極構成は，他の構成
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と比較して容量あたりのコストが最小となるため，欧州の洋上風力連系の多くで採用されている

一般的なシステム構成である。 

図 2.1 に，本章において想定する多端子 HVDC システムのイメージを示す。本モデルにおいて

は，各端子はそれぞれ異なる交流系統もしくは洋上 WF に接続されているものとしているが，一 

つの交流系統に複数の陸上受電点が存在する場合においても，同様に制御可能である。また，多

端子HVDCシステムにおけるコンバータ制御モデルを図 2.2に示す。ここで，𝑢𝑎𝑏𝑐は連系点電圧，

θは位相角，𝑣𝑎𝑏𝑐は VSC の出力端電圧，𝑖𝑎𝑏𝑐は VSC の出力電流，𝐿はインダクタンス，𝑅は抵抗，

𝐶はキャパシタンスである。なお，下添え字𝑑，𝑞は，それぞれ d 軸及び q 軸の値であることを表

している。 

一般的に HVDC システムにおいては，海底ケーブルに併せて，通信ケーブルとして交直変換器

間に光ファイバが敷設されるものと考えられる。本論文では，この通信ケーブルを介して，各端

子は上位制御系との通信を随時行い，有効電力出力及び直流電圧計測値などの情報収集や，各端 

 

 

図 2.1 想定する多端子 HVDC システムの概略図 

 

 

図 2.2 コンバータ制御モデル 



 

 

第 2 章 HVDC システムの交直変換器制御 2.2 代表的な交直変換器制御方式 

 

19 

子の運転状況の共有，運転特性切替の指令の送受信を行うことを想定している。なお，ここでは

上位制御系において，多端子 HVDC システムの運用者が決定した陸上 WF 及び陸上系統における

送受電電力の計画値や各設備容量，各端子の運転状態を考慮して決定した各端子指令値に基づい

て運転指令を行うものとする[27]。この際，上位制御系と端子間での制御信号の送信においては通

信処理遅れを想定し，以降のシミュレーション解析において 50 ms のむだ時間要素を考慮してい

る[28]。 

2.2 代表的な交直変換器制御方式 

本節では，従来の HVDC システムにおける有効電力・直流電圧制御手法について説明する。こ 

こでは，代表的な多端子 HVDC システムの制御手法として，マスタースレーブ方式，電圧ドルー

プ方式，電圧マージン方式について記載する。いずれの運転方式においても，各端子の直流側か

ら見た運転特性は，横軸にその端子において交流から直流に変換（整流）される電力，縦軸に直

流母線の電圧をとった𝑃 − 𝑉𝑑𝑐特性で表すことができる。ここで，図 2.3 に有効電力一定（Automatic 

Power Regulator：APR）運転，直流電圧一定（DC-Automatic Voltage Regulator：DC-AVR）運転，電

圧ドループ運転それぞれにおける各端子の𝑃 − 𝑉𝑑𝑐特性を示す。図 2.3 中の𝑃𝑖は有効電力，𝑉𝑖は直

流電圧，下添え字𝑟𝑒𝑓は目標値を表している。 

マスタースレーブ方式では，一つの端子が DC-AVR 運転をすることで直流電圧を確立し，その

他全ての端子を電力一定運転 APR とすることで DC 系統内の潮流を制御する方式である。この運

転方式は，主に従来の 2 端子 HVDC システムにおいて採用されている制御手法であり，システム

内の一つの端子（マスターコンバータ）のみで直流電圧を制御（DC-AVR 運転）するため，端子

間での制御の干渉が生じない。しかしながら，多端子 HVDC システムにおいてこの制御手法を適

用する場合には，DC-AVR 運転端子が故障などにより脱落すると，システムが全停止する恐れが

あり，信頼性の面で課題が残る。 

電圧ドループ方式は，出力電力が調整可能な複数の端子において，直流電圧目標値を出力電力

の大きさに応じて連続的に変化させる，ドループ（垂下）特性を持たせたものである[29]。この制

御手法では，システム全体で直流電圧を緩やかに変化させながら潮流制御を行うため，基準電圧

が段階的に変化することがないといった特徴を持つ。しかしながら，ドループ特性を決定する際 

 

 

(a) APR 運転     (b) DC-AVR 運転   (c) 電圧ドループ運転 

図 2.3 各端子における𝑃 − 𝑉𝑑𝑐運転特性 
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に考慮するべき条件が多く，複雑な計算を要するといった課題がある。また，潮流がドループ特

性の整定に依存するため，その制御は比較的難易度が高い。なお，電圧ドループ方式では，図 2.3(c) 

に示す𝑃 − 𝑉𝑑𝑐特性に加えて，𝑓𝑎𝑐 − 𝑃特性を持たせることで，周波数制御を行うことが可能である。

この際，有効電力出力𝑃𝑜𝑢𝑡は次式で与えられる。 

 

𝑃𝑜𝑢𝑡 =  𝑃𝑟𝑒𝑓 + 𝐾𝑣(𝑉𝑖 − 𝑉𝑖,𝑟𝑒𝑓) + 𝐾𝑑(𝑓𝑎𝑐,𝑟𝑒𝑓 − 𝑓𝑎𝑐)  (2.1) 

 

ここで， 𝑓𝑎𝑐は周波数，𝐾𝑣は𝑃 − 𝑉𝑑𝑐ドループ係数， 𝐾𝑑は𝑓𝑎𝑐 − 𝑃ドループ係数（𝐾𝑣 ≠ 0, 𝐾𝑑 ≠ 0）

である。更に，有効電力変化量は(2.2)式のように表すことができる。 

 

∆𝑃𝑜𝑢𝑡 =  𝐾𝑣∆𝑉𝑖 + 𝐾𝑑∆𝑓𝑎𝑐
  (2.2) 

 

添え字∆は基準値からの偏差であることを表している。多端子 HVDC システムに接続される交流

系統の周波数が低下した際，𝑓𝑎𝑐 − 𝑃特性に係る項は端子の有効電力出力を増加させる方向に変化

する。ただし，直流電圧が低下すると𝑃 − 𝑉𝑑𝑐特性に係る項がその出力の増加を妨げる方向に寄与

する。これにより，周波数制御時において上記のドループ特性は互いに干渉する可能性がある。 

一方，電圧マージン方式では，マスタースレーブ方式と同様，原則一つの端子が DC-AVR 運転

をすることで直流電圧を確立し，その他全ての端子を電力一定運転 APR とすることで直流系統

内の潮流を制御する方式である。ただし，電圧マージン方式では，各端子が自端の直流電圧に応

じて自立的に DC-AVR 運転及び APR 運転の切り替えを行う。図 2.4 に 2 端子の HVDC システム

に電圧マージン方式を適用した場合における，各端子の運転特性の例を示す。電圧マージン方式

では，出力電力の調整が可能な全端子に，それぞれ異なる直流電圧基準値を設定する。この端子

間での直流電圧基準値の差が電圧マージン𝑉𝑚𝑎𝑟𝑔𝑖𝑛である[28]。本方式では，各端子での電圧マージ

ン𝑉𝑚𝑎𝑟𝑔𝑖𝑛を予め適切に設計しておくことで，例えば DC-AVR 運転となっていた端子（図 2.4 では

端子𝐵）が脱落した場合にも，速やかに別の端子（図 2.4 では端子𝐴）が基準電圧を確立すること

が可能となる。しかしながら，電圧マージンの幅が十分でない場合には端子間で制御が干渉する 

 

 

図 2.4 電圧マージン方式における運転特性 
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可能性がある，DC-AVR 運転を行う可能性のある全端子において直流電圧基準値を段階的にずら

してマージンを確保する必要があるため，多端子で構成される HVDC システムでは特に直流電圧

の運転幅がこのマージンの分だけ広がるといった課題が残る。端子数の多い大規模な多端子

HVDC システムにおいては，その分だけ直流電圧運転幅が広くなるため，システムの電圧安定性

の面で課題が残る。また，各端子に設定される直流電圧基準値が段階的に異なる為，DC-AVR 運

転端子が移行する場合には，直流電圧が離散的に変化する。 

2.3 提案する可変電圧閾値による有効電力・直流電圧制御手法 

ここでは，2.2 節で述べたような多端子 HVDC システムの従来の制御方式における問題点を解

消することを目的とした，本論文にて提案する可変電圧閾値に基づく有効電力・直流電圧制御に

ついて説明する。具体的には，提案手法における DC-AVR 運転優先順位の決定手法，各端子の運

転特性切替決定手法，誤動作対策に分けて記載する。 

2.3.1 DC-AVR運転優先順位の決定手法 

提案手法では，基本的に HVDC システム内において一つの端子のみが DC-AVR 運転を行い， 

システム内の直流電圧を制御することを想定している。なお，この DC-AVR 運転端子が事故等の

影響によって意図せず停止（以下，脱落）した場合には，別の APR 運転端子に DC-AVR 運転を

引き継ぐことを想定している。本論文において，この APR 運転から DC-AVR 運転への切替を行

う端子の優先順位を，DC-AVR 優先順位と呼ぶこととする。すなわち，DC-AVR 優先順位が 1 番

の端子が脱落した場合には，優先順位 2 番目の端子が APR 運転から DC-AVR 運転に切り替わる

ことを意図している。この運転特性切替の判断方法については，2.3.2 項で述べる。 

なお，DC-AVR 運転端子における出力電力は，HVDC システム内の直流区間における有効電力

の余剰もしくは不足分を全て吸収するような値となる。つまり，APR 運転端子の出力電力が，急

激に変動するような場合には，DC-AVR 運転端子に接続される交流系統に直接影響を及ぼすこと

が懸念される。従って，DC-AVR 運転を行う端子は，変換器容量が大きく，かつ比較的大規模な

交流系統に接続されていることが望ましい。 

そこで，DC-AVR 優先順位は，システムの運転開始時もしくは変換器導入時に，基本的に各変

換器容量や接続される交流系統の規模などの情報に従って系統運用者（Transmission System 

Operator：TSO）によって決定され，予め上位制御系に設定されるものとする。なお，本論文にお

いては，DC-AVR 運転優先順位に従って各端子の端子番号を設定するものとする。すなわち，基

本的には端子#1 が DC-AVR 運転するが，端子#1 が動作できない場合には端子#2 に，更に#2 が動

作できない場合には，端子#3 に提案手法による運転特性切替手法を適用することを意図している。 

2.3.2 各端子の運転特性切替決定手法 

本論文では，端子脱落やシステムに接続される WF の急峻な出力変動により直流区間の潮流

状態や直流電圧が大きく変化した状態に対しても，通信に依存せずに安定な運転を継続可能と
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する，多端子 HVDC システムの有効電力・直流電圧制御手法を提案する。ここでは，具体的な

各端子の運転特性切替の決定手法について述べる。 

いま，𝑁端子の多端子 HVDC システムを考える。提案手法では，図 2.5 に示すフローチャー

トに従って，各端子を APR 運転，DC-AVR 運転，電圧ドループ運転のいずれかのモードで制御

する。ここで，𝑖は任意の端子番号（𝑖 =1, 2, …, 𝑁），𝑉∗
𝑖は直流電圧目標値，𝑃∗

𝑖は有効電力目

標値，𝑉′
𝑖は TSO が算出する各端子の直流電圧参照値とする。また，現在 DC-AVR 運転してい

る端子番号を#𝑘としている。つまり，DC-AVR 優先順位が 2 番目の端子番号は，端子#(𝑘 + 1)

となる。提案手法では，上位制御系（図 2.5 中の Center Controller）との通信を介して，ある一

つの端子のみに必要に応じた運転特性切替の指令信号を送信するものとする。この際，各端子

の運転特性切替を行う優先順位は，2.3.1 項で述べた DC-AVR 優先順位に従うこととする。具体 

 

 

図 2.5 提案手法のフローチャート 
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的な直流電圧参照値の算出方法と運転特性切替の手順は次の通りである。 

一定時間毎に各端子の有効電力出力𝑃𝑖及び直流電圧𝑉𝑖を計測し，これらの情報をもとに TSO

が各端子の直流電圧参照値𝑉′
𝑖を算出する。直流電圧参照値𝑉′

𝑖の算出は，全端子が正常に動作

し，かつ端子#𝑘の DC-AVR 運転を前提とした回路方程式から推定される，各端子の直流電圧値

である。具体的には，例えば図 2.6 に示す 4 端子 HVDC システム（等価回路は図 2.7）におい

て VSC1 が DC-AVR 運転をしている場合には，次式の右辺に各端子の出力電流ならびに DC-

AVR 目標値（VSC1 の直流電圧指令値）を代入することで算出される左辺値が直流電圧参照値

となる。 

 

[

V'3
V'2
V'4

]=[

−𝑅1 𝑅3 0 1

−(𝑅1 + 𝑅5 − 𝑅2) −(𝑅5 + 𝑅2) 𝑅2 1

−(𝑅1 + 𝑅5) −𝑅5 −𝑅4 1
] [

𝐼𝑉𝑆𝐶1

𝐼𝑉𝑆𝐶3

𝐼𝑉𝑆𝐶4

𝑉∗
1

] (2.3) 

 

繰り返しになるが，この直流電圧参照値は端子#𝑘が DC-AVR 運転を維持できていることが前提 

 

 

図 2.6 4 端子 HVDC モデル 

 

 

図 2.7 HVDC モデルの等価回路 
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となる。言い換えると，端子#𝑘が停止している場合は，(2.3)式で計算される参照値と実際の端子

#(𝑘 + 1)の受電電圧は異なることになる。そこで，端子#(𝑘 + 1)における直流電圧参照値𝑉′
(𝑘+1)と

実際の端子電圧𝑉(𝑘+1)との差が，事前に設定した規定値𝛼（𝛼 ≠ 0）を逸脱する場合には，DC-AVR

運転端子#𝑘が正常に動作していないと判断して，端子#(𝑘 + 1)を APR 運転から DC-AVR 運転に

切り替える。つまり，運転特性切替を判断する閾値𝑉𝑡ℎ,𝑠𝑡は，次式から算出される。 

 

Vth,st = V’(k+1) ± α (2.4) 

 

また，図 2.8 に可変電圧閾値による運転特性切替のイメージを示す。提案手法では，(2.4)式

から算出した可変電圧閾値情報を上位制御系から各端子へ一定間隔毎に送信し，各端子におい

て受電電圧と可変電圧閾値との大小関係に基づいて，ローカルに運転特性切替を判断すること

とする。これにより，故障発生時等における突発的な運転特性切替に対して，通信に依存する

ことなく対応可能となるものと考えられる。この際，端子#(𝑘 + 1)の DC-AVR 運転目標値は，

可変電圧閾値に関わらず自由に設定することが可能である。そこで提案手法では，#(𝑘 + 1)～

#𝑁の各端子の直流電圧が最大の端子について，DC-AVR 運転機能の別端子への移行後におい

て，システム内の直流電圧ができるだけ変化しないように，端子#(𝑘 + 1)の DC-AVR 運転目標

値を設定する。これにより，端子#(𝑘 + 1)の運転特性切替後においても，各端子の直流電圧が大

幅に上昇することなくシステムの安定な運転が継続可能となることが期待される。なお，この

操作は各端子の直流電圧上昇抑制が目的であり，電圧を完全に一致させる必要はないため，DC-AVR 運転

目標値は定常状態における回路方程式から簡略的に計算する。 

もともと DC-AVR 運転端子を行っていた端子#𝑘が直流系統に再度接続され，運転開始（再連系）

した場合においては，この端子#𝑘の復帰信号を基に，端子#(𝑘 + 1)を APR 運転に戻すこととする。 

2.3.3 誤動作対策 

提案手法では，各端子の状態検出とは異なるタイミングで多端子 HVDC システム内の潮流が

大きく変わった際に，直流電圧参照値𝑉′
(𝑘+1)と実際に計測する直流電圧値𝑉(𝑘+1)が大きく異な

ることも考えられる。この場合，端子#𝑘が DC-AVR 運転を継続できている場合においても，端 

 

 

図 2.8 運転特性切替のイメージ 
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子#(𝑘 + 1)が DC-AVR 運転に移行してしまう不要動作を生じる可能性がある。そこで提案手法

では，端子#(𝑘 + 1)が APR 運転から DC-AVR 運転へ運転特性が切り替えた後に，端子#𝑘が DC-

AVR 運転を行っているか否かを，上位制御系を介した端子間通信により確認することとしてい

る。端子#𝑘の正常動作が確認できた場合には，端子#(𝑘 + 1)の動作切替は不要であったと判断

し，APR 運転へ戻すこととしている。 

更に，提案手法では直流電圧参照値の算出や誤動作判定時において，上位制御系を介した端

子間通信を利用している。この端子間通信にトラブルが生じ，端子#𝑘の運転状態を確認できな

い場合に備えた対策として，このような場合には，端子#(𝑘 + 1)を電圧ドループ運転に切り替

えることとしている。電圧ドループ運転ではまず，図 2.3(c)に示すように基準となる動作点

（𝑃𝑖,𝑟𝑒𝑓，𝑉𝑖,𝑟𝑒𝑓）に対して，有効電力𝑃𝑖
∗が流れた場合における𝑉𝑖,𝑟𝑒𝑓からの偏差として，直流電圧

指令値の補正値𝛥𝑉𝑖を算出する。次に，実際の直流電圧指令値に補正値𝛥𝑉𝑑𝑐を加算したものが，

新たな直流電圧指令値として算出される。つまり，出力電力の大きさに応じて連続的に直流電

圧を緩やかに変化させながら潮流制御を行うことになる。これにより，#𝑘が DC-AVR 運転で正

常に動作している場合には，端子# 𝑘と#(𝑘 + 1)が（平常時よりは潮流制御能力が落ちることを

許容しつつ）協調して電圧制御を行い，また，#k が正常に動作していない場合には，端子#(𝑘 + 1)

が電圧ドループ運転によりシステム内の直流電圧を制御する。その後，端子間通信が復旧した

場合には，端子#(𝑘 + 1)を電圧ドループ運転から APR 運転へ切り替えるものとする。 

2.4 シミュレーション解析による提案手法の有効性評価 

本節では，シミュレーション解析により提案する多端子 HVDC システムにおける可変電圧閾

値方式に基づく有効電力・直流電圧制御手法の有効性を評価する。 

2.4.1 解析条件 

本論文では，2.3.3 項の図 2.6 に示した 4 端子 HVDC システムモデルをシミュレーション解析

に使用する。本解析にて使用したモデルシステムの各パラメータを表 2.1 に示す。なお，本論文

では具体的な多端子 HVDC システムの設置地域などは想定していない。仮に，直流ケーブルが今

回の解析における想定より長い場合においても，提案手法では回路方程式から算出した直流電圧

値と受電電圧情報をもとに運転特性切替を判断するため，ケーブル長による提案手法の制御性能

への影響は少ないと考えられる。また，海底ケーブルには通信ケーブル（交直変換器間の光ファ

イバ）も併せて敷設されるものと考えられるが，ケーブルの長さによって多少通信遅延が長くな

った場合においても，運転特性切替の判断自体は各端子においてローカルに行うため，この点に

おいても制御性能への影響は少ないものと考えられる。 

なお，本論文におけるシミュレーション解析には，PSCAD/EMTDC を使用する。ここで，DC-

AVR 優先順位は，図 2.6 における各端子の番号順（#1～#6）とし，VSC1 が現在 DC-AVR 運転を

しているものとする（#1 = #𝑘，#2 = #(𝑘 + 1)）。各端子の出力電力及び直流電圧の計測と，(2.3)

式による VSC2 の直流電圧参照値𝑉′
𝑉𝑆𝐶2の算出は 10 秒間隔毎に実施するものとし，計測した実際

の直流電圧値𝑉𝑉𝑆𝐶2と直流電圧参照値𝑉′
𝑉𝑆𝐶2の偏差が予め指定しておいた規定値𝛼（本論文では 
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表 2.1 各パラメータ 

パラメータ 値 

DC ケーブルの抵抗 0.009 Ω/km 

DC ケーブルのインダクタンス 0.500 mH/km 

DC ケーブルのキャパシタンス 0.209 μF/km 

定格直流電圧 ±500 kV 

公称周波数 50 Hz 

VSC の定格容量 500 MVA 

 

0.02 p.u.とした）を超過した場合，提案手法に従って VSC2 において APR 運転から DC-AVR 運転

への運転特性切替を自律的に実施する。 

 本シミュレーション解析では，以下に示す 3 つのシナリオそれぞれにおいて検討を行う。また，

各シナリオ下におけるシミュレーションケースを表 2.2 に纏める。 

 

（1）従来手法との比較（DC-AVR 運転端子脱落時） 

（2）APR 運転端子脱落及び WF 出力変動時 

（3）通信トラブル発生時 

 

多端子 HVDC システムにおいて端子脱落が生じる場合，その端子が洋上 WF と陸上系統どちら

に接続されるかで，多端子 HVDC システムの運転の様相（応動）は異なる。これは，陸上端子の

場合，陸上系統の許容範囲内において出力電力を自由に制御可能である為である。なお，このよ

うな陸上端子は，APR 運転だけでなく DC-AVR 運転端子としても動作することができる。一方，

洋上端子においては，その出力は天候等に依存して常に変化する為，一定の指令値通りに運転す

ることは困難であるといった特徴を持つ。そのため，（2）においては，陸上端子及び洋上端子の

脱落といった両ケースを想定した解析を行うこととする。 

また，多端子 HVDC システムの構成には，ラジアル型やメッシュネットワーク型など，システ

ムの設置場所の地形・環境，冗長性といったプロジェクト要件，コストなどによって，様々な種

類の構成が想定される[30]。提案手法の実装と有効性は多端子 HVDC システムの構成によって制

限されないが，本シミュレーション解析においては，ラジアル型 HVDC システムに適用すること

を想定している。 

 

表 2.2 シミュレーションケース 

(1) 
Case 1-1 DC-AVR 運転端子脱落時（従来手法：電圧マージン方式） 

Case 1-2 DC-AVR 運転端子脱落時（提案手法） 

(2) 

Case 2-1 陸上 APR 端子脱落時（提案手法） 

Case 2-2 洋上 APR 端子脱落時（提案手法） 

Case 2-3 WF 端子の出力変化時（提案手法） 

(3) Case 3 通信トラブル発生時（提案手法） 
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2.4.2 解析結果 

（１）従来手法との比較（DC-AVR 運転端子脱落時） 

提案手法の有効性を確認するために，以下に示す 2 ケースそれぞれにおいて，DC-AVR 運転端

子である VSC1 脱落時におけるシステムの挙動を比較する。 

 

Case 1-1：電圧マージン方式を用いた場合（従来手法） 

Case 1-2：提案手法を用いた場合 

 

シミュレーション開始から 15 秒の時点で，VSC1 がシステムから脱落するものとする。なお，

本シミュレーション条件下における各端子の出力電力を表 2.3 に示す。また，電圧マージン方式

を用いた Case 1-1 においては，VSC1 及び VSC2 の直流電圧基準値（DC-AVR 目標値）はそれぞ

れ 1.00 p.u.及び 1.025 p.u.とする。 

各ケースにおけるVSC2の運転特性を図 2.9，各端子の直流電圧を図 2.10に示す。図 2.9より，

両ケースともに DC-AVR 運転端子である VSC1 が脱落した後，それぞれ予め設定した運転特性に

従って VSC2 が APR 運転から DC-AVR 運転に切り替わっていることがわかる。この運転特性切

替により，VSC1 の端子脱落時においても，VSC2 が直流電圧を制御・維持できることが確認でき

る。 

なお，電圧マージン方式を用いた Case 1 では，図 2.10 に示すように故障発生直後に VSC1～

VSC4 の直流電圧が 1.05 p.u.付近まで上昇していることがわかる。これは，VSC1 が脱落してから

VSC2 が DC-AVR 運転に切り替わるまでの，DC-AVR 運転端子の不在期間に生じるものである。 

 

表 2.3 各端子の出力電力 

時間 𝑃𝑉𝑆𝐶1 𝑃𝑉𝑆𝐶2 𝑃𝑉𝑆𝐶3 𝑃𝑉𝑆𝐶4 

0 秒 －48 MW －49 MW 50 MW 50 MW 

30 秒 0 MW 99 MW 50 MW 50 MW 

 

 

図 2.9 VSC2 の運転特性（Case 1-1，Case 1-2） 

 

0 5 10 15 20 25 30

 Case 1-1  Case 1-2

時間 (s)
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(a) Case 1-1 

 

(b) Case 1-2 

図 2.10 直流電圧 

 

一方，提案手法を用いた Case 1-2 では，VSC2 の運転モード切り替えを可変電圧閾値に基づい

て判断しているため，図 2.9 に示すように Case 1-1 よりも俊敏に運転特性を切り替えられている

ことが確認できる。これにより，直流電圧制御を行う DC-AVR 運転端子の不在期間が短くなる

Case 1-2 の方が，VSC1 の脱落に伴って発生する過電圧を抑制できていることがわかる。 

また，Case1-1 では，VSC2 の DC-AVR 目標値が 1.025 p.u.と基準電圧よりも若干高い値に設定

されるため，故障発生後においても直流電圧が 1.0 p.u.よりも高い値に収束している。一方，Case 

1-2 では，電圧マージンに関わらず自由に DC-AVR 目標値を設定できるため，提案手法において

各端子の直流電圧が大幅に上昇しないように DC-AVR の制御目標を設定することで，APR 運転

端子の直流電圧の上昇が抑えられていることが確認できる。なお，Case 1-1 においても DC-AVR

目標値を 1.0 p.u.に近い値に設定することで，直流電圧の上昇・低下を抑えることができる。しか

しながら，DC-AVR 目標値を基準電圧に近い値に設定すると，その分だけ電圧マージンが狭くな

り，複数の APR 端子が同時に DC-AVR 端子に切り替わる等といった制御の干渉が生じることが

懸念される。 

以上の結果より，可変電圧閾値を用いる提案手法では，DC- AVR 運転となる端子を俊敏に決定
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することが可能であり，かつ，直流電圧の利用範囲にマージンを事前に確保することが不要とな

るため，運転特性の切り替え後においてもより適切な直流電圧の利用が可能となる。特に，多端

子 HVDC システムにおいて従来の電圧マージン方式を用いる場合，DC-AVR 運転を行いうる全端

子において DC-AVR 目標値を段階的にずらして設定する必要があり，その端子数の分だけ直流電

圧の運転幅が広がるといった課題があった。これに対して，提案手法においては直流電圧運転幅

の事前確保が不要となるといった特徴があり，大規模なシステムであればあるほどこのメリット

は大きなものになると考えられる。 

 

（２）APR 運転端子脱落及び WF 出力変動時 

多端子 HVDC システムの実際の運用においては，陸上系統端子及び洋上風力発電端子の脱落

や，WF の急峻な出力変動を考慮した上で，直流電圧・有効電力制御システムを構築する必要が

ある。そこで，端子脱落や WF の急峻な出力変動の影響を確認するために，次の①～③に示す 3

ケースについてシミュレーション解析を行う。なお，先述のように，多端子 HVDC システムにお

いて端子脱落が生じる場合，その端子が洋上 WF と陸上系統どちらに接続されるかで，多端子

HVDC システムの運転の様相は異なるため，①では陸上 APR 端子脱落，②では洋上 APR 端子脱

落を想定することとする。 

 

① Case 2-1：VSC4（陸上 APR 端子）脱落時 

シミュレーション開始から 15 秒の時点で，陸上系統に接続される APR 端子であると想定した

VSC4（𝑃𝑉𝑆𝐶4= －100 MW）が脱落するものとする。本シミュレーション条件下における，定常時

（0 秒）と WF の出力変化後（30 秒）の各端子出力電力を表 2.4 に示す。 

 

表 2.4 各端子の出力電力（Case 2-1） 

時間 𝑃𝑉𝑆𝐶1 𝑃𝑉𝑆𝐶2 𝑃𝑉𝑆𝐶3 𝑃𝑉𝑆𝐶4 

0 秒 99 MW －100 MW 100 MW －100 MW 

30 秒 0 MW －100 MW 100 MW 0 MW 

 

 

図 2.11 直流電圧（Case 2-1） 
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各端子の直流電圧を図 2.11 に示す。陸上 APR 端子を想定した VSC4 が脱落すると，この端子の

出力分，DC-AVR 運転端子である VSC1 の出力が約 100MW から 0MW まで減少する。このよう

な各端子の出力電力の変動に伴い，図 2.11 より VSC2 の直流電圧𝑉2が 1.009 p.u.程度まで上昇し

ていることがわかる。なおこの直流電圧𝑉𝑉𝑆𝐶2は，今回の試算で想定している閾値の範囲内である

ため，VSC2 は APR 運転を続けている。従って，本シミュレーション条件下では，VSC4 の端子

脱落後においても，VSC1，2，3，5，6 は定常時と同様の運転を継続する結果となっている。 

 

② Case 2-2：VSC4（洋上 APR 端子）脱落時 

一方，本ケースでは VSC4 が WF に接続される APR 端子であり，脱落前の VSC4 の出力電力

𝑃𝑉𝑆𝐶4が 100 MW である状況を想定する。この場合も Case 2-1 同様，シミュレーション開始から

15 秒の時点で，VSC4 が脱落することを想定している。本シミュレーション条件下における，定

常時（0 秒）と WF の出力変化後（30 秒）の各端子出力電力を表 2.5 に示す。 

各端子の直流電圧を図 2.12 に示す。VSC4（洋上 APR 端子）が脱落すると，DC-AVR 運転端子

である VSC1 の出力電力が約−100MW から 0MW まで変化する。本ケースも Case 2-1 と同様，も

ともと VSC4 が出力していた電力分だけ，VSC4 の脱落後においては VSC1 が負担するような振

る舞いをしていることがわかる。この直流区間の出力変動に伴い，図 2.12 に示すように，VSC2

側直流電圧𝑉2は0.976 p.u.程度まで低下していることが確認できる。なお，このケースにおいても，

VSC2 の直流電圧の変動は閾値の範囲内となるため，VSC2 は APR 運転を継続する結果となって

いる。つまり，本ケースにおいても Case 2-1 と同様，VSC4 の端子脱落後においても，VSC1，2，

3，5，6 は定常時と同様の運転を継続している。 

 

 

表 2.5 各端子の出力電力（Case 2-2） 

時間 𝑃𝑉𝑆𝐶1 𝑃𝑉𝑆𝐶2 𝑃𝑉𝑆𝐶3 𝑃𝑉𝑆𝐶4 

0 秒 －98 MW －100 MW 100 MW 100 MW 

30 秒 0 MW －100 MW 100 MW 0 MW 

 

 

図 2.12 直流電圧（Case 2-2） 
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③ Case 2-3：WF 端子の出力変化時 

本ケースでは，シミュレーション開始から 15 秒の時点で，共に WF に接続される APR 端子で 

あるものと想定した VSC3 及び VSC4 の出力電力が，同時に 40MW から 100MW までステップ状

に変化した状況を想定する。つまり，VSC3 及び VSC4 の出力電力は合計 120 MW 分だけ定常状

態から変化していることとなる。 

本シミュレーション条件下における，定常時（0 秒）と WF の出力変化後（30 秒）の各端子出

力電力を表 2.6 に示す。なお，本来は多端子 HVDC システムの実運転時に想定されうる直流電圧

の変動分と，電圧マージン設定に係る運転特性の切替速度の違いの両面を考慮して可変閾値の算

出に係る規定値（𝛼及び𝛽）を設定するため，WF 等の各端子における出力変動に伴う電圧変動に

よって，意図しない運転特性の切替が生じる可能性は低い。ただし，意図しない出力変動に起因

する直流電圧変動によって，提案手法の運転特性切替における誤動作や，不要動作が生じる可能

性もゼロではない。そのため，ここでは万が一，事前に想定していないような範囲の直流電圧変

動が生じた場合を仮定して，その際の多端子 HVDC システムの応答を確認する。 

VSC2 における運転特性の 13 秒～17 秒時における拡大図を図 2.13，各端子の直流電圧を図 

2.14 に示す。図 2.14 より，WF の急峻な出力変動が生じると，直流区間の潮流の変化に伴って

VSC2 側直流電圧𝑉2が 1.017 p.u.程度まで上昇していることがわかる。なお，提案手法では，定常

状態における回路方程式を用いて算出した電圧参照値に規定値を加算した可変閾値によって

VSC2 の運転特性の切替を判断しており，過渡的な電圧変動自体には対応できないため，図 2.13

に示すように VSC2 が APR 運転から DC-AVR 運転に切り替わっていることがわかる。なお，こ

の運転特性切替は誤動作である。ただし，各端子と上位制御系との間で正常に通信が可能であり，

VSC1 の正常動作を VSC2 において確認できることを前提としている本シミュレーション条件下

では，提案手法に含まれる誤動作判定により，15.3 秒付近で VSC2 を APR 運転へ復帰させること

が可能となることが確認できる。 

以上のように，提案手法では，直流電圧変動によって DC-AVR 運転及び APR 運転の切替を判

断しているため，事前に想定していないような範囲の直流電圧変動が生じると，DC-AVR 運転端

子が脱落したものと判断してしまい，不要な APR 運転から DC-AVR 運転への運転特性切替が生

じてしまう場合が想定される。ただし，この場合においても，上位制御系を介した通信によって

誤動作判定を行うことで，想定通りの運転特性に復帰できることを確認した。 

ただし，この誤動作判定は上位制御系と端子間での通信に依存するものであり，通信にトラブ

ルが生じている場合にはこの操作を行うことはできない。このような場合を想定したシステムの

応答については，（3）Case 3 にて記述する。 

 

表 2.6 各端子の出力電力（Case 2-3） 

時間 𝑃𝑉𝑆𝐶1 𝑃𝑉𝑆𝐶2 𝑃𝑉𝑆𝐶3 𝑃𝑉𝑆𝐶4 

0 秒 －39 MW －40 MW 40 MW 40 MW 

30 秒 －158 MW －40 MW 100 MW 100 MW 

 



 

 

再生可能エネルギー電源の導入拡大に貢献する高電圧直流送電システムの制御方式に関する

研究 中村綾花 

32 

 

図 2.13 VSC2 の運転特性（Case 2-3） 

 

図 2.14 直流電圧（Case 2-3） 

 

（３）通信トラブル発生時（Case 3） 

提案制御システムの信頼性向上のため，上位制御系を介した各端子間での通信状況が良くない

状況下（通信トラブル発生時）においても，多端子 HVDC システムが事前に設定した運転特性に

従って直流電圧を維持し，多端子 HVDC システムが正常に動作するよう制御手法を設計しておく

必要がある。提案手法では，運転特性切替の判断自体は各端子でローカルに行うが，直流電圧参 

照値の算出や誤動作判定には，上位制御系と端子間での通信を使用することとしている。そこで，

③Case 2-3：WF 端子の出力変化時と同様の時系列において，VSC2 による誤動作判定が通信トラ

ブルにより行うことができない場合を想定したシミュレーション解析を行った。 

本解析条件下における，定常時（0 秒）と WF の出力変化後（30 秒）における各端子の出力電

力を表 2.7 に示す。また，Case 2-3（通信トラブルなし，誤動作判定あり）及び Case 3（通信トラ

ブルあり，誤動作判定なし）それぞれの場合における，VSC2 の運転特性の 13 秒～17 秒時におけ

る拡大図を図 2.15 に示す。なお，Case 3 では，通信トラブルによって端子間通信を行うことので

きない状況下において，システム内に基準直流電圧を確立することのできる端子が存在しないケ

ースを避けるために，図 2.5 に示す提案手法のフローチャートに従って，VSC2 は電圧ドループ

運転へ切り替わることが想定される。また，一連の動作における Case 2-3 及び Case 3 の VSC1，
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VSC2 の出力電力を図 2.16，各端子の直流電圧を図 2.17 に示す。 

図 2.15 に示すように，Case 3 においても Case 2-3 と同様のプロセスによって，VSC2 が APR

運転から DC-AVR 運転へ切り替わっていることが確認できる。ただし，Case 3 においては端子間

通信にトラブルが発生することを想定している為，誤動作判定により APR 運転への移行の是非

が判断できないことが判明した時点，あるいは何らかの経緯（可変電圧閾値の情報送信時など）

によって端子間通信が実行できないことが判明した時点で，図 2.15 に示すように VSC2 は電圧

ドループ運転へさらに切り替わることとなる。このため，Case 2-3 では，図 2.16 に示すように

DC-AVR 運転端子である VSC1 のみが動作し，WF 端子の出力変動分だけ受電電力𝑃𝑉𝑆𝐶1が変化し

ているが，これに対して Case 3 においては受電電力𝑃𝑉𝑆𝐶2が，予め設定されたドループ特性に従っ

て変化している。つまり，通信トラブル発生時においては，結果的に VSC1 と VSC2 の協調によ

り，2 端子で多端子 HVDC システムにおける直流電圧制御がなされている状態になる。この状態

においても，VSC2 を DC-AVR 運転ではなく電圧ドループ運転とすることで，複数の DC-AVR 運

転端子が存在することによる端子間での制御干渉を防ぐことができている。従って，提案手法で

は，上位制御系を介した端子間通信に依存することなく，多端子 HVDC システムの有効電力・直

流電圧制御が可能となる。また，今回のシミュレーションケースとは異なるが，仮に多端子 HVDC

システム内に DC-AVR 運転端子が存在しない状況であったとしても，VSC2 が電圧ドループ運転

することで，システム内における直流電圧の再確立が可能となるものと期待される。 

以上の（1）～（3）の解析結果により，提案手法を用いることで，一定間隔毎に各端子の出力

電力や電圧といったシステムの運用情報を基に更新する可変電圧閾値によって運転特性切替を判

断することで，DC- AVR 運転となる端子を俊敏に決定できることを明らかにした。これにより，

従来手法よりも素早く運転特性切替の判断を行うことが可能となり，DC-AVR 運転端子の脱落時

において，即座に別の APR 端子がこの DC-AVR 運転を引き継ぐことができる。そのため，DC-

AVR 運転端子の不在期間による電圧変動を抑制でき，かつ直流電圧運転幅の事前確保が不要にな

ることから，端子脱落時においても十分に安定性の高いシステム運用が可能になるものと期待さ

れる。また，端子脱落時や急峻な出力変動に伴って直流電圧が大きく変動する場合にも，端子間

で制御が干渉することなく適切な運転特性を得られることを明らかにした。 

更に，上位制御系と端子間での通信においてトラブルが発生した場合を想定した多端子 HVDC

システムの制御手法を考慮している提案手法を実装することにより，通信に依存しない信頼性の

高いシステム運用が実現できるものと考えられる。 

 

 

表 2.7 各端子の出力電力（Case 3） 

時間 𝑃𝑉𝑆𝐶1 𝑃𝑉𝑆𝐶2 𝑃𝑉𝑆𝐶3 𝑃𝑉𝑆𝐶4 

0 秒 －40 MW －40 MW 40 MW 40 MW 

30 秒 －99 MW －100 MW 100 MW 100 MW 
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図 2.15 VSC2 の運転特性（Case 2-3, Case 3） 

 

 

(a) VSC1 

 

 

(b) VSC2  

図 2.16 各端子の出力電力（Case 2-3, Case 3） 
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図 2.17 直流電圧（Case 3） 
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第 3 章 直流区間における故障発生を想定し

た多端子 HVDCシステムの運用 

第 1 章で述べたように，洋上 WF の導入拡大に伴って，多端子 HVDC システムの活用に益々期

待が集まることが予想される。多端子 HVDC システムにおいて直流系統故障が発生した場合，洋

上 WF の発電機会損失の最小化や，地域間連系線の全停止による交流系統への影響といった観点

から，システムの全停止は避けるべきであると考えられる。なお，直流ケーブル上で故障が発生

すると，過電圧や過電流といった異常を検出した場合には，予め定義された手順に従って，各変

換所の交直変換器，遮断器，開閉器等（保護リレーシステム）が動作する。この際，直流遮断器

（DC Circuit Breaker: DCCB）等の開閉によって故障区間のみを遮断することで，システム全体を

停止することなく事故の影響を大きく受けていない健全回路のみを用いた縮退運転に移行するこ

とができる[31]。基本的に，保護リレーシステムの動作や関連する情報の伝達は，数十ミリ秒オー

ダーで行われるものではあるが，システムの安全な運転の継続のためにはできる限り早く，かつ

通信に依存せずに緊急時制御へ切り替わる必要があると考えられている。ただし，健全回路内の

各端子の制御方式によっては，故障区間の遮断後に直流電圧を再確立できず，最終的にシステム

が全停止となる場合も想定される。 

これまでにも，多端子 HVDC システムにおいて故障が発生した場合における故障検出手法に関

する検討や，DCCB の配置，故障区間の遮断に関する検討は多くなされている[32][33]。しかしなが

ら，故障箇所の分離後における健全区間の潮流制御に着目した検討は少ない。縮退運転時におい

てもシステムを停止することなく運転継続を行うためには，故障区間の遮断後のシステム構成を

考慮した有効電力・直流電圧制御が必要不可欠である。 

このような背景から，本章では故障箇所の遮断後においてシステムの運転継続を可能とするこ

とを目的とした緊急時制御への切替手法を提案する。また，通信に依存することなく故障発生時

に各端子の運転特性切替を実現するための手法についても述べる。 

本章の構成は次の通りである。ます，3.1 節では想定する前提条件，3.2 節では可変電圧閾値に

基づく緊急時制御手法を提案し，放射状の構成をとる多端子 HVDC システムを想定したシミュレ

ーション解析により提案手法の有効性を評価した結果について説明する。3.3 節では，離散ウェー

ブレット変換による故障検出手法について述べ，多端子 HVDC システムにおいて本手法を適用し

た際の妥当性を検証した結果について説明する。更に，3.4 節では，可変電圧閾値及び離散ウェー

ブレット変換を用いた多端子 HVDC システムの緊急時制御手法を提案し，複数の分離系統が想定

される多端子 HVDC システムを用いたシミュレーション解析により提案手法の有効性を評価し

た結果について説明する。 
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3.1 想定する前提条件 

本節では，故障発生時を想定した多端子 HVDC システムの制御方式を提案するにあたり前提と

する条件について記述する。 

本節においても，多端子 HVDC システムにおける平常時の運転方式として，前章で説明した可

変電圧閾値方式による有効電力・直流電圧制御を採用することを想定している。なお，この可変

閾値方式では，多端子 HVDC システムの全端子が健全であることを前提として，上位制御系が各

端子の電圧・出力電力情報を収集し，運転切替の判断基準となる電圧閾値を算出するものである。

従って，直流区間で故障が発生し分離系統となった場合には，各分離系統の構成を把握した上で，

新たに閾値を求めるアルゴリズムを構築する必要があるが，その準備には時間を要することが想

定され，迅速な運転再開の足かせとなり得る。 

なお，多端子 HVDC システムの直流区間にて故障が生じた場合，複数の送電区間や端子に故障

の影響が及び，システムが連鎖的に停止することが懸念される。そこで，DCCB により故障区間

を高速に分離することで，健全回路への影響を最小限に抑える方法が検討されている。一般的に，

直流系統内にて故障が生じた場合，故障発生から 6ms 以内に保護リレーによって DCCB が動作

することが望ましい[31][32][34]。本論文では，HVDC システムの故障検出手法の開発や保護リレーの

詳細な動作には焦点を当てていないため，単純に故障開始から 5ms 後に単純に各 DCCB が動作

するものとした。本節にて使用を想定したハイブリッド DCCB モデルを図 3.1 に示す。 

3.2 可変電圧閾値に基づく緊急時制御手法 

極間短絡故障（Pole-to-Pole：P-P）故障や地絡故障（Pole-to-Ground：P-G）故障のような直流

ケーブル故障は，コンバータに深刻なダメージを与え，多端子 HVDC システム全体の停止につ

ながる可能性がある[35][36][37]。このような場合には，故障の影響を受けている一部（故障区間）

を DCCB 等の動作によってシステムから切り離し，健全回路は運転を維持できるようにするこ

とが望ましい。なお，直流ケーブル上の地絡は永久故障であり，再閉路は想定しないため，DCCB

の動作によって他の端子とルート断になり孤立した端子は脱落に至る。また，故障の影響を受

けていない健全回路内には，DC-AVR 運転端子や電圧ドループ運転端子といった直流電圧制御

端子を少なくとも一つ確保する必要がある。これは，健全回路内に直流電圧制御端子が存在し 

 

 

図 3.1 ハイブリッド DCCB モデル[39] 
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ない場合，故障区間を適切に遮断できたとしても，直流電圧を維持できず最終的にシステムが

停止に至るためである。つまり，故障時における DCCB を用いた多端子 HVDC システムの系

統分離は，電力フローの急激な変化と DC-AVR 運転端子の不在による深刻な電圧変動を引き起

こすリスクがある。 

本論文にて提案する可変電圧閾値に基づく有効電力・直流制御手法においては，定常時にお

いて一つの端子のみが DC-AVR 運転を行っているため，故障発生によって分離系統となる場合

には，DC-AVR 運転端子の決定には工夫が必要になる。そこで，提案手法における故障時を想

定した多端子 HVDC システムの制御手法の目的の一つは，縮退運転時においても適切に DC- 

AVR 運転端子を決定することである。 

DCCB の仕様や配置法についてはこれまでに多くの検討がなされているが，直流母線に接続

される全ての送電線や変換器等の間に DCCB を設置する構成は，欧州の Twenties（Demo 3）プ

ロジェクトや，日本の次世代洋上直流送電システム開発事業においても採用された，一般的な

構成例である[38]。本論文では文献[39]を参考に，遮断時間 2ms のハイブリッド DCCB を各直流

送電線の両端に配置（3.2 節の図 3.2 を参照）することとする。 

3.2.1 緊急時制御への切替手法 

可変電圧閾値に基づく有効電力・直流電圧制御方式に，故障発生時を想定した運転特性切替手

法を適用することを想定した，提案手法のフローチャートを図 3.2 に示す。図 3.2 中の赤枠で示

した範囲が，主に緊急時を想定した運転特性切替に係る部分である。提案手法では，縮退運転と

なった場合のシステム構成を考慮し，DC-AVR 運転端子#𝑘と，#𝑘の次に DC-AVR 優先順位の高い

端子#(𝑘 + 1)以外から一つ端子（#𝑙）を選定し，この端子の受電電圧に可変閾値𝑉𝑡ℎ,𝑒𝑚を設ける。

この端子#𝑙の決定手順については，3.3.1 節のシミュレーション解析にて記述する。なお，𝑉𝑡ℎ,𝑒𝑚は

次式から算出する。 

 

Vth,em = V’(k+1) ± 𝛽 (3.1) 

 

ここで，𝛽は上位制御系において予め設定した規定値であり，𝛽 > 𝛼である。図 3.2 に示したフロ

ーチャートに従って，#𝑙の直流電圧𝑉𝑙が閾値𝑉𝑡ℎ,𝑒𝑚を超えた場合，端子#𝑙は自律的に運転モードを

APR 運転から DC-AVR 運転に切り替える。なお，この端子#𝑙の設定は，直流区間にて故障が発生

した場合を想定し，多端子 HVDC システムが縮退運転となった際にできる限りシステムの全停止

を回避し，被害が最小となるように運転開始前に TSO が予め決定しておく。ここでは，この端子

#𝑙 を緊急時用 DC-AVR 運転端子と呼ぶこととする。3.2.2 項の解析条件にて示すような（図 3.3

を参照）放射状のシステム構成では，基本的に 2 つの分離系統となることが考えられるが，この

ような場合には容易に緊急時用の DC-AVR 運転端子を設定できるものと考えられる。 

以上のように，故障時において各変換器が予め決められた運転特性にて動作するため，直流区

間での故障に起因する直流電圧変動が確認できれば，故障種別や故障位置は不明であっても，緊

急時を想定した各変換器制御動作を開始できる。なお，提案する運転特性切替手法では，直流ケ

ーブルの故障検出に関係なく，直流電圧変動が発生した場合に実行される。そのため，規定値𝛼及 



 

 

第 3 章 直流区間における故障発生を想定した多端子 HVDC システムの運用3.2 可変電圧

閾値に基づく緊急時制御手法 

 

39 

 

図 3.2 可変電圧閾値に基づく緊急時制御のフローチャート 

 

び𝛽は，定常運転時に発生する可能性のある直流電圧変動を考慮して設定するが，出力変動に起

因する電圧変動等によって不要動作が生じる可能性がある。このような場合，誤動作した端子の

運転特性を，元の APR 運転に戻す必要がある。提案方式では，上位制御系からの制御信号によ

り，この誤動作の復旧を数秒以内に実行するものとしている。 

3.2.2 解析条件 

本項では，3.2 節にて提案する故障発生時を想定した多端子 HVDC システムにおける可変電圧

閾値に基づく緊急時制御手法について，シミュレーション解析により有効性を評価する。ここで 
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図 3.3 6 端子 HVDC モデル 

 

は，図 3.3 に示す放射状の構成の 6 端子 HVDC システムモデルを，シミュレーション解析に使用

する。なお，各パラメータは図 3.3 の上部にも記載しているが，表 2.1 と同様の値を使用する。

また，図 3.3 に示すように，全ての直流ケーブルの両端に DCCB を設置し，これによって直流ケ

ーブルにおいて発生した故障を除去した上で健全回路の運転を維持することを想定する。なお，

これは永久故障であるものとし，再閉路は行わない。本解析条件にて想定するような放射状のシ

ステム構成の場合，故障に伴う DCCB の動作によって，2 つの分離系統となることが考えられる。 

ここでは，図 3.3 中に赤色で示す𝑓1（VSC1 側 P-G 故障），𝑓2（VSC2 側 P-G 故障）𝑓3（Zone 1・

Zone 2 間で生じる P-G 故障）の 3 地点それぞれにおいて故障が発生した場合を想定する。この𝑓1

～𝑓3の故障は，シミュレーション開始から時間の 5.0 秒後に発生し，更にその 5ms 後に DCCB を

開放することとする。提案手法の有効性を評価するために，従来手法として電圧ドループ方式及

び電圧マージン方式との比較を行う。本シミュレーション解析において想定するシナリオを以下

に示す。また，各シナリオ下におけるシミュレーションケースを表 3.1 に纏める。 

 

（1）VSC1 側 P-G 故障𝑓1を想定 

（2）VSC2 側 P-G 故障𝑓2を想定 

（3）Zone 1・Zone 2 間で生じる P-G 故障を想定 

 

定常時における各端子の運転特性を表 3.2 に示す。なお，定常時制御として提案する可変電圧

方式を採用する場合には，定常時において VSC1 が DC-AVR 運転端子として動作し，何らかの要

因で VSC1 が停止した場合には，VSC2 が DC-AVR 運転を引き継ぐこととする。 

各直流ケーブル間で永久故障が発生し，その区間がルート断となった際，各端子が緊急時用の

DC-AVR 運転端子として待機した場合において，健全回路内に DC-AVR 運転端子を確保できるか

否かを表 3.3 に纏める。なお，現在 DC-AVR 運転を行っている VSC1 と，DC-AVR 優先順位第 2

位として運転特性切替を待機している VSC2 は制御対象から除外している。ここで，表 3.3 中の

〇は健全回路内に DC-AVR 運転端子を確保できていること，×は DC-AVR 運転端子を確保でき 
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表 3.1 シミュレーションケース 

(1) 

Case 1-1 電圧ドループ方式（従来手法） 

Case 1-2 電圧マージン方式（従来手法） 

Case 1-3 提案手法 

(2) 

Case 2-1 電圧ドループ方式（従来手法） 

Case 2-2 電圧マージン方式（従来手法） 

Case 2-3 提案手法 

(3) 

Case 3-1 電圧ドループ方式（従来手法） 

Case 3-2 電圧マージン方式①（従来手法） 

Case 3-3 電圧マージン方式②（従来手法） 

Case 3-4 提案手法 

 

表 3.2 定常時における各 VSC の運転特性 

端子 
運転特性 

Case 1-1, 2-1, 3-1 Case 1-2, 2-2, 3-2, 3-3 Case 1-3, 2-3, 3-4 

VSC1 電圧ドループ DC-AVR DC-AVR 

VSC2 電圧ドループ APR APR 

VSC3 電圧ドループ APR APR 

VSC4 電圧ドループ APR APR 

VSC5 APR APR APR 

VSC6 APR APR APR 

 

表 3.3 健全回路における DC-AVR 運転端子の有無 

端子 

故障区間 

ケーブル

1 

ケーブル

2 

ケーブル

3 

ケーブル

4 

ケーブル

5 

ケーブル

6 

ケーブル

7 

VSC3 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

VSC4 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

VSC5 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 

VSC6 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 

 

ないことを意味している。これにより，本解析にて想定する多端子 HVDC システムでは，VSC3

もしくはVSC5に緊急時用のDC-AVR運転端子への切替端子を設定しておくことが望ましいこと

がわかる。この 2 端子のうち，どちらを緊急時用 DC-AVR 運転端子として選択するのかは，接続

先の交流系統の規模や運転状況，変換器容量等をもとに TSO が判断するものとする。本解析条件

下においては，VSC3 を選択するものとする。 

また，ここでは VSC1～VSC4 は陸上交流系統への接続を想定しており，これらの端子は DC-

AVR 運転，APR 運転，電圧ドループ運転のいずれかの制御モードで運転するものとする。一方，
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VSC5 及び VSC6 は洋上 WF に接続される端子を想定し，これらの端子は出力を制御不可能であ

るものとし，常に洋上 WF の出力に応じた APR 運転で動作するものとする。なお，提案手法を採

用した場合において，運転特性切替の判断に用いる規定値𝛼と𝛽は，それぞれ 0.02 p.u.及び 0.045 

p.u.とする。また，従来手法である電圧マージン方式では，端子#(𝑘 + 1)において直流電圧が予め

指定した電圧指定基準値を超えると，APR 運転から DC-AVR 運転に切り替わるが，この際の各端

子における直流電圧基準値は，以降の解析結果に記載している。 

3.2.3 解析結果 

（１） Case 1-1～Case 1-3：VSC1 側 P-G 故障𝑓1を想定 

𝑓1において P-G 故障が発生すると，図 3.3 に示す直流遮断器 CB12 及び CB13 の動作により，

DC-AVR 運転端子である VSC1 が多端子 HVDC システムから切り離される。ここでは，以下に示

す 3 ケースそれぞれにおける，シミュレーション結果を比較する。なお，Case 1-2 における VSC1

～VSC4 の直流電圧基準値はそれぞれ 1.00 p.u.，1.02 p.u.，1.03 p.u.，1.04 p.u.とする。 

 

Case 1-1：電圧ドループ方式（従来手法） 

Case 1-2：電圧マージン方式（従来手法） 

Case 1-3：提案手法 

 

図 3.4 に VSC2～VSC6 における直流電圧を示す。電圧マージン方式を用いた Case 1-2 では，

VSC2～VSC4 の直流電圧基準値が 1.0 p.u.を超えており，DCCB の動作による系統分離後におい

て，健全回路（VSC2～VSC4 側）の直流電圧を維持することができない。これは，定常状態にお

いて VSC1 のみが DC-AVR 運転を行っているため，この端子がシステムから切り離されると，他

の APR 端子のみでは直流電圧を制御できない状態になる為である。 

一方，Case 1-1 及び Case 1-3 では，図 3.4 より故障発生後においても健全回路の安定した運転

継続が可能となることがわかる。ただし，電圧ドループ方式を用いた Case 1-1 では，故障発生後

の直流電圧が定常時と比べて 0.5 p.u.以上低下していることが確認できる。これは，全端子が正常

に動作している場合を想定して整定した𝑃 − 𝑉𝑑𝑐ドループ特性に基づいて，直流電圧が元の動作点

から大きく変化するためである。この問題は，故障発生後において𝑃 − 𝑉𝑑𝑐ドループ特性を適切に

更新することにより解決できる可能性があるが，この場合，各端子の運転状況や出力電力を把握

した上で，再度パラメータ設計を行う必要がある。 

提案手法を用いた Case 1-3 では，VSC1 がシステムから切り離されるような場合においても，

故障発生から約 5.3 秒で VSC3 を APR 運転から DC-AVR 運転へ切り替えることが可能であり，直

流電圧値が故障発生前から大幅に変動することなく，健全回路の安定した運転を維持することが

できる。従って，提案手法では，故障発生に伴い DC-AVR 運転端子がシステムから切り離される

ような状態においても，適切な運転特性切替を実施することで，健全回路の安定した運転継続が

可能であることを明らかにした。 

 

（２） Case 2-1～Case 2-3：VSC2 側 P-G 故障𝑓2を想定 

𝑓2において P-G 故障が発生すると，図 3.3 に示す直流遮断器 CB21 及び CB22 の動作により， 
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図 3.4 直流電圧（Case 1-1～Case 1-3） 

 

APR 運転端子である VSC2 が多端子 HVDC システムから切り離される。ここでは，以下に示す 3

ケースそれぞれにおける，シミュレーション結果を比較する。なお，Case 2-2 における VSC1～4

の直流電圧基準値はそれぞれ 1.00 p.u.，1.02 p.u.，1.03 p.u.，1.04 p.u.とする。 

 

Case 2-1：電圧ドループ方式（従来手法） 

Case 2-2：電圧マージン方式（従来手法） 

Case 2-3：提案手法 

 

図 3.5 に，VSC2 を除く健全回路における各端子の直流電圧を示す。図 3.5 より，全ケースで

故障発生後においても直流電圧を維持できていることがわかる。ただし，電圧ドループ方式を用

いた Case 2-1 では，故障発生後の期間において直流電圧が 1.04 p.u.付近に収束していることが確

認できる。これは，先述の解析結果（1）と同様，𝑃 − 𝑉𝑑𝑐ドループ特性に基づいて，直流電圧が元

の動作点から大きく変化するためである。従って，Case 2-1 では健全回路の運転継続は可能であ

るものの，事故後の直流電圧が基準値からずれるため，このような状態で直流電圧変動が生じる

と，直流電圧を許容運転範囲内（一般的に 1.05 p.u.以内）に抑制することが困難になる。 

一方，Case 2-2 及び Case 2-3 では，故障発生後においても直流電圧が 1.0p.u.付近で維持されて

いることがわかる。これは，両ケースにおいて，健全回路内に存在する VSC1 が故障発生後にお

いても DC-AVR 運転を継続し，直流電圧を制御しているためである。ただし，図 3.5 に示すよう

に，電圧マージン方式を用いた Case 2-2 では直流故障条件下で最大直流電圧が 1.05 p.u を超過す

るタイミングがあることがわかる。これは，電圧偏差に応じて VSC3 及び VSC4 の運転特性切替

が一時的に誤動作しているためである。 

以上の解析結果より，提案手法では，故障発生に伴って APR 運転端子がシステムから切り離さ

れるような状態においても，従来手法と比較して大きな直流電圧変動を伴うことなく許容範囲内

に抑制することができ，故障の影響を受けていない健全回路の安定した運転継続が可能であるこ

とを明らかにした。 
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図 3.5 直流電圧（Case 2-1～Case 2-3） 

 

（３） Case 3-1～Case 3-3：Zone 1・Zone 2 間で生じる P-G 故障を想定 

𝑓3において P-G 故障が発生すると，図 3.3 に示す直流遮断器 CB31 及び CB32 の動作により，

多端子 HVDC システムが Zone 1（VSC 1・2・5）と Zone 2（VSC 3・4・6）に分離される。ここ

では，以下に示す 3 ケースそれぞれにおける，シミュレーション結果を比較する。なお，Case 3-

2 における VSC1～4 の直流電圧基準値は，（1）（2）における解析条件と同様，それぞれ 1.00 p.u.，

1.02 p.u.，1.03 p.u.，1.04 p.u.としている。一方，Case 3-3 も Case 3-2 と同様の電圧マージン方式を

用いたケースであるが，ここでの VSC1～4 の直流電圧基準値は，それぞれ 1.00 p.u.，1.02 p.u.，

0.98 p.u.，1.04 p.u.とする。 

 

Case 3-1：電圧ドループ方式（従来手法） 

Case 3-2：電圧マージン方式①（従来手法） 

Case 3-3：電圧マージン方式②（従来手法） 

Case 3-4：提案手法 

 

図 3.6 に，Zone 1 及び Zone2 における各端子の直流電圧を示す。図 3.6 より，Case 3-1，Case 3-

3，Case 3-4 では故障発生後においても Zone 1 及び Zone 2 両エリアにおいて直流電圧を維持でき

ていることが確認できる。ただし，電圧ドループ方式を用いた Case 3-1 では，故障発生後の期間

において直流電圧が 1.05 p.u.を超過，あるいは 0.95 p.u.を下回る値に収束していることが確認で

きる。従って，電圧ドループ方式を用いた Case 3-1 では，健全回路における直流電圧の再確立が

可能であるものの，全端子が正常に運転していることを前提として予め設定した𝑃 − 𝑉𝑑𝑐ドループ

特性に従って，事故後の直流電圧が基準値からずれる場合がある。このようなケースでは，直流

電圧を許容運転範囲内に抑制することが困難になることがわかる。 

一方，電圧マージン方式を用いた Case 3-2 では，図 3.6 (b)に示すように Zone 1 においては VSC1

が直流電圧を制御するため，故障発生後においてもシステムを停止することなく運転継続が可能

である。一方，故障発生後の Zone 2 には DC-AVR 運転端子である VSC1 が存在しない。そのた

め，Zone 2 では直流電圧は維持できず，故障の影響を受けていない健全回路であるにも関わらず

システムが不安定に至る。 
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なお，Case 3-3 においては，電圧マージン方式の制御システム自体は Case 3-2 と同様のものを

用いているが，VSC3 に設定されている直流電圧基準値が異なる値に設定されている。図 3.8(b)

に示すように，本ケースにおいては Zone 1 においては VSC1 が，Zone 2 においては VSC3 が直流

電圧を制御するため，故障発生後においてもシステムを停止することなく運転継続が可能である

ことが確認できる。従って，従来手法である電圧マージン方式を用いる際，故障条件と合致した

適切な電圧マージンが設定されている場合には，システムが分離系統となった場合においても運

転継続が可能となる場合があることが明らかとなった。ただし，この運転継続の可否は，直流電

圧基準値（電圧マージン）の設定に依存する上に，マージンを広げるとその分だけ直流電圧運転

幅が広がるといった問題につながる為，依然として課題が残る。 

 提案手法を用いた Case 3-4 では，図 3.8 (c)より故障発生に起因する直流電圧変動に基づいて，

VSC3 が APR 運転から DC-AVR 運転に切り替わっていることが確認できる。これにより，Zone 1

では VSC1 が，Zone 2 では VSC3 が DC-AVR 運転端子となり，それぞれの区間の直流電圧を制

御・維持することができる。 

 また，Case 3-2～Case 3-4 では，直流故障発生後において VSC2 は予め設定された直流電圧マ

ージンまたは直流定常閾値に基づいて一時的に DC-AVR 運転に切り替わる。特に，Case 3-2，Case 

3-3 では図 3.8 (a)(b)に示すように，一時的に VSC1・VSC2 ともに DC-AVR 運転をしている期間が

存在する。この端子間での制御の干渉により，Zone 1 の直流電圧と出力電力に振動が生じている。

ただし，Case 3-3 では，この運転特性切替は多端子 HVDC システムにおける上位制御系で誤動作

と判断され，端子と上位制御系との通信により，適切な運転特性に迅速に修正される。従って，

提案手法では誤動作の解消を考慮している点において，システムの信頼性を高めていると考えら

れる。なお，図 3.6(b)より，Case 3-3 及び Case 3-4 における Zone 2 の直流電圧を比較すると，Case 

3-4 の方が，故障直後において変動が大きくなっていることがわかる。これは，VSC3 の運転特性

切替に使用する直流電圧基準値及び可変電圧閾値と，直流電圧の計測値との差が，Case 3-4 のほ

うが大きいために生じるものである。つまり，可変電圧閾値においても規定値𝛼，𝛽の設定によっ

ては Case 3-3 と同等もしくはそれ以上に俊敏に運転特性切替を実施することができるが，これは

誤動作を生じる原因になりうるため，総合的な検討のもと，設定する必要がある。 
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(b) Zone 2 

図 3.6 直流電圧（Case 3-1～Case 3-4） 
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(c) Case 3-3 

 

(d) Case 3-4 

図 3.7 出力電力 
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(b) Case 3-3 

 

(c) Case 3-4 

図 3.8 運転特性 

 

以上の（1）～（3）の解析結果により，HVDC システムの直流区間において故障が生じ，系統

分離となる場合においても，提案手法によって DC-AVR 運転端子を適切に設定することで健全回

路の運転継続の可能性を高めることができることを確認した。この点から，提案手法では故障発

生時において従来の制御手法よりも信頼性の高い運転を実現できることを明らかにした。なお，

この可変電圧閾値に基づく緊急時制御手法は，故障発生時において 2 つの分離系統になるような

放射状のシステム構成に対して特に効果的であるものと考えられる。 

提案手法の実装により，健全回路の運転継続の可能性を高めることができれば，HVDC システ

ムに接続される WF の発電機会損失の減少や，地域間連系の継続によるレジリエンス向上に寄与

できるものと考えられる。なお，本制御システムは，故障発生時のみならず，直流ケーブルの点

検などによりルート断となる場合にも対応可能である。また，DCCB の動作等により他の端子と

ルート断になって孤立した端子は，事故などの影響を受けていなければ接続される交流系統に対

して電圧変動抑制のために無効電力を出力する，STATCOM として運転することも可能である。 
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3.3 離散ウェーブレット変換による故障検出手法に関する検討 

文献[40]などにおいて，各端子が取得可能なローカルな情報のみで，HVDC システムの直流

区間に生じた故障を検出する手法が提案されている。ただし，これまでの検討では 2端子HVDC

システムにおける直流区間で生じた故障を，離散ウェーブレット変換（Discrete wavelet 

transform：DWT）等により故障種別や故障箇所を検出する手法の開発自体が主な目的とされて

おり，これらの故障検出情報を HVDC システムにおける潮流制御や端子運転特性切替に応用す

る検討は行われていない[41][42]。なお，DWT による故障検出手法を多端子 HVDC システムに適

用している検討は少ないため，複数端子を持つシステムにおいても，DWT によって適切に故

障発生を把握できることを明らかにする必要がある。また，多端子 HVDC システムにおいて各

端子でローカルに得られる端子電圧や電流，出力電力といった情報のみで DWT による故障検

出手法を適切に行うことができれば，これによって得られる故障検出情報を用いることで，3.2

節で説明した緊急時を想定した運転特性切替に応用できるものと考えられる。 

そこで本論文では，これまで検討されてきた DWT による 2 端子 HVDC システムの故障検出

手法を，多端子 HVDC システムにおける直流ケーブルでの故障検出に応用し，かつこの故障検

出情報を，運転特性切替を含む変換器制御システムに活用する手法について提案する。更に，

シミュレーション解析により，提案手法の有効性を評価する。 

3.3.1 DWTを用いた運転特性切替手法 

本項では，DWT を用いた故障検出手法を，運転特性切替の判断に使用している。DWT の定

義については付録に記述した。ここで，離散ウェーブレット変換𝑊(2𝑗, 2𝑗𝑘) ≡ 𝑑𝑘
(𝑗)とすると（𝑗

は正の整数），𝑑𝑘
(𝑗)は，各レベル𝑗におけるウェーブレット係数である。また，提案手法では，

2 倍毎の解像度のウェーブレットを用いて DWT により解析する手法である，多重解像度解析

（Multi Resolution Analysis：MRA）を用いた解析を行う。MRA は，DWT において一般的に使用

される高速アルゴリズムである。例として，3 レベルの場合のフィルタバンクを図 3.9 に示す。

ここで，𝐷[𝑛]は詳細係数，𝐶[𝑛]は近似係数である。以上のように，レベルごとにウェーブレッ

ト係数が求められる。 

DWT による故障検出手法では，各端子で取得した電流波形に対して DWT を行い，ウェーブ

レット係数𝑑𝑘
(𝑗)のピーク値𝐾𝑀𝐴𝑋

(𝑗)が閾値𝐾𝑡ℎ
(𝑗)を超過する場合，故障が発生したものと判別す

る。具体的な制御手法の手順を以下①～⑤に示す。 

 

① マザーウェーブレット𝜓(𝑡)及びウェーブレット係数に設定する閾値𝐾𝑡ℎ
(𝑗)を決定 

② 各端子において計測した電流値を入力としてウェーブレット係数𝑑𝑘
(𝑗)を算出 

③ ウェーブレット係数𝑑𝑘
(𝑗) > 𝐾𝑡ℎ

(𝑗)の時，故障発生と判断 

④ 多端子 HVDC システムにおいて定常時制御から緊急時制御へ切り替える 

⑤ 上位制御系を介した直流遮断器の投入・開放情報や変換器故障情報により，最適な制御方

式へ移行 
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 なお，電流波形を入力としたウェーブレット係数𝑑𝑘
(𝑗)は，故障種別や故障位置によって，ピ

ーク値が変わってくる。そのため，解析対称とするモデルシステムにおいて様々な故障条件下

で事前の解析を行うことで，検出したい故障に対する大まかなウェーブレット係数𝑑𝑘
(𝑗)のピー

ク値𝐾𝑀𝐴𝑋
(𝑗)に当たりをつけ，故障検出に使用する閾値を設定することができる。 

また，DWT では目的に合わせてマザーウェーブレット𝜓(𝑡)を自由に設置することができる

が，本論文においては DWT による故障検出手法自体には焦点を当てていないため，試行錯誤

的に決定することとする[43]。 

3.3.2 解析条件 

シミュレーション解析により，提案する DWT による多端子 HVDC システムの制御手法の有効

性について検証，評価する。ここでは，図 3.10 に示す 6 端子 HVDC システムを用いてシミュレ

ーション解析を行う。VSC1～VSC4 は陸上交流系統を想定しており，これらの端子は DC-AVR 運

転，APR 運転，電圧ドループ運転のいずれかのモードで運転するものとする。一方，VSC5 及び

VSC6 は洋上 WF に接続される端子を想定しており，これらの端子は常に APR 運転で動作するも

のとする。なお，定常状態において VSC1 は DC-AVR 運転しており，その他の端子は全て APR 運 

 

 

図 3.9 DWT を用いた MRA（3 レベルの場合の例） 

 

 

図 3.10 6 端子 HVDC システム 
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転しているものとする。DWT を用いた故障検出において使用する閾値𝐾𝑡ℎ
(6)は，本検討では試行

錯誤的に 0.25 とした。 

提案手法の有効性を確認するために，図 3.10 中に赤色で示す VSC2 から 60km の地点で P-P 故

障が発生した場合を想定し，故障区間の両端に設置される DCCB によって当該区間をシステムか

ら切り離した状態に対して，ウェーブレット係数による故障検出手法の適用を検討する。なお，

シミュレーション開始から 10 秒の時点で P-P 故障が発生するものとする。また，本解析条件下に

おいては，DWT により故障が発生したものと判断される場合（𝑑𝑘
(6) > 𝐾𝑡ℎ

(6)）には，この故障発

生を検出した端子の運転特性を，定常時における運転特性（APR 運転もしくは DC-AVR 運転）か

ら緊急時制御方式に切り替えるものとする。 

代表的なマザーウェーブレットとしては，Haar や Daubechies などが挙げられるが，本論文では

試行錯誤的に採用するマザーウェーブレットを決定した[40]。なお，DWT の実施にあたっては，ど

のレベル（𝑗）を採用するかも制御性能に影響するため，この設定についても検討が必要である。

図 3.11 に，本解析条件下においてマザーウェーブレットとレベル𝑗を変更した場合の，各端子の

電流波形を入力としたウェーブレット係数𝑑𝑘
(𝑗)
のピーク値𝐾𝑀𝐴𝑋

(𝑗)を示す。図 3.11 に示すように，

事前の検証において感度良く事故発生時の電流波形を検出できたため，今回の試算ではレベル𝑗 =

6とし，マザーウェーブレットは次数 2 の Daubechies ウェーブレット（db2）を採用した。また，

元の波形データのサンプリング周波数は 10 kHz とした。この場合，周波数領域は 0～ナイキスト

周波数𝑓𝑛であり，レベル𝑗 = 6まで分解した周波数領域は 0.15625 kHz～0.078125 kHz の範囲とな

る。 

ここでは，提案手法の有効性を確認するために，先述の条件で多端子 HVDC システム内におい

て故障が発生し，当該区間を切り離した状態に対して，以下に示す 2 ケースそれぞれにてシステ

ムの挙動を比較する。 

 

Case 1：常に定常時制御を行う場合 

Case 2：緊急時制御として電圧ドループ方式への切り替えを行う場合 

 

 

 

図 3.11 ウェーブレット係数のピーク値 
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また，両ケースにおける各端子の運転特性を表 3.4 に纏める。 

3.3.3 解析結果 

 本解析条件下における，各端子の電流波形を入力としたウェーブレット係数𝑑𝑘
(6)を図 3.12，こ

の𝑑𝑘
(6)のピーク値𝐾𝑀𝐴𝑋

(6)を表 3.5 に示す。また，Zone 2 における各端子の直流電圧を図 3.13，

Case 2 における Zone 2 の出力電力を図 3.14，各端子の運転特性を図 3.15 に示す。図 3.12 より，

定常時においてウェーブレット係数𝑑𝑘
(6)はほぼ一定の値をとっているが，故障の影響を受けてい

る端子では，故障発生直後の 10.25 秒時付近において，𝑑𝑘
(6)が大きく変化していることが確認で

きる。特に，故障発生時直後において，故障の影響を大きく受けている VSC2 における𝐾𝑚𝑎𝑥
(6)は

±0.4 程度まで変動しており，予め設定した閾値𝐾𝑡ℎ
(6)を超過していることがわかる。提案手法で

は，これによって VSC2 において故障が発生しているものと判断される。以上の手順で得られた

故障発生の判断情報をもとに，VSC2 を定常時の APR 運転から，緊急時制御として DC-AVR 運転

や電圧ドループ運転といった，直流電圧制御を行う運転特性へ切り替えることができる。なお，

この故障検出は，各端子で計測する電流情報をもとに，予め設定した閾値との大小関係から実施 

 

表 3.4 各 VSC の運転特性 

端子 
運転特性 

Case 1 Case 2 

VSC1 DC-AVR DC-AVR 

VSC2 APR 
APR 

→DC-AVR 

VSC3 APR APR 

VSC4 APR APR 

VSC5 APR APR 

VSC6 APR APR 

 

 

図 3.12 ウェーブレット係数 
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表 3.5 ウェーブレット係数のピーク値 

 VSC1 VSC2 VSC3 VSC4 VSC5 VSC6 

𝐾𝑀𝐴𝑋
6 0.472 0.291 0.006 0.006 0.004 0.004 

 

されるものであり，端子間通信には依存しない。 

図 3.15 より，常に定常時制御を行う Case 1 では，故障発生後に DCCB の動作によって直流系

統が分離すると，Zone 2 は故障の影響を大きく受けていない健全回路であるが，直流電圧を制御

する端子が存在しなくなる。これにより，図 3.13 に示すように，Zone 2 では直流電圧を維持でき

ず，直流電圧が許容運転範囲を逸脱するほど低下していることがわかる。なお，システムに接続

される交流系統との電力融通を行うための変換器の送電制御性能を維持するためには，直流電圧

を少なくとも 0.8 p.u.以上に維持する必要があると考えられている。従って，Case 1 では，故障区

間の遮断が正常に行われた状態であるにもかかわらず，最終的にシステムが全停止に至ってしま

うことが確認できる。 

一方，緊急時制御への切替を考慮している Case 2 では，前述のように VSC2 において故障発生

直後のウェーブレット係数のピーク値𝐾𝑚𝑎𝑥
(6)が，閾値𝐾𝑡ℎ

(6)を超過していることがわかる。この

情報をもとに，図 3.15 に示すように VSC2 を定常時の APR 運転から，緊急時制御として電圧ド

ループ運転へ切り替えることで，DCCB によるシステムの分離後においても直流電圧が再確立さ

れる。これにより，本解析条件下のように故障区間のみを適切に遮断することができれば，提案

手法によって新たに直流電圧を制御する端子が設定されることで，健全回路における直流電圧が

再確立され，システムの運転継続が可能となることがわかる。従って，DCCB によるシステムの

分離後においても，DWT を用いた故障検出と，この故障検出情報を利用した端子運転特性切替を

含む変換器制御を実施することによって，端子間通信に依存することなく直流電圧を再確立・維

持し，故障区間のみを遮断することで健全回路では運転継続が可能となる。 

以上の解析結果より，本手法では自端情報のみで多端子 HVDC システムにおける直流区間での

故障発生を検出し，この情報をもとに各端子の運転特性切替を速やかに実施することで，端子間

通信に依存することなく緊急時制御システムへの切替を実現できることが明らかとなった。 

なお，この DWT を用いた故障検出及び端子運転特性切替手法は，3.2 節で述べた故障発生時を想

定した多端子 HVDC システムの可変電圧閾値に基づく制御手法と組み合わせて実装することも

可能である。いずれの故障判断を用いた運転特性切替を実施したとしても，提案手法においては

故障の影響を受けていない健全回路内の運転継続の可能性を高め，地域間連系線の停止による交

流系統の安定性への影響を最小化することが期待される。 
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図 3.13 Zone2 における各端子の直流電圧 

 

 

図 3.14 Zone 2 における出力電力（Case 2） 

 

 

図 3.15 各端子の運転特性 
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3.4 可変電圧閾値及び DWTを用いた緊急時制御手法 

3.2 節で述べた可変電圧閾値に基づく緊急時制御手法は，6 端子 HVDC システムを用いたシミ

ュレーション解析により，有効性が明らかとなった。解析結果より，放射状のシステム構成をと

る HVDC システムにおいては，故障発生時において 2 つの分離系統として動作することが想定さ

れ，このような場合において提案手法はシステムの安定性向上に十分貢献されるものと考えられ

る。一方，3 種類以上の分離系統が想定されるような構成の多端子 HVDC システムにおいては，

緊急時用の DC-AVR 運転端子の事前の設定の難易度が高くなるものと考えられ，このような場合

には工夫が必要となる。この際，運転特性切替の判断方法については可変電圧閾値方式における

緊急時の運転特性切替の判断方法をベースとして，3.3 節で述べた DWT による故障検出手法を用

いることで，運転特性切替の誤動作を減らし，DC-AVR 運転端子の事前の設定のハードルを下げ

ることが期待される。 

3.4.1 可変電圧閾値及び DWTを用いた運転特性切替手法 

以上のような背景から，本項では，分離系統が複数想定される𝑁端子の多端子 HVDC システム

を対象とした，可変電圧閾値及び DWT を用いた緊急時制御手法を提案する。図 3.16 に提案手法

のフローチャートを示す。図 3.16 中の赤枠で示した範囲が，主に緊急時を想定した運転特性切替

に係る部分である。提案手法では，縮退運転となった場合のシステム構成を考慮し，DC-AVR 運

転端子#𝑘と，#𝑘の次に DC-AVR 優先順位の高い端子#(𝑘 + 1)以外から，緊急時 DC-AVR 運転端子

#𝑙を選定するものとしている。ここで，𝑑𝑘,𝑙
(𝑗)は，端子#𝑙における各レベル𝑗のウェーブレット係

数である。 

直流区間で故障が発生した際，DCCB の動作により複数パターンの分離系統が想定される場合，

これら全パターンの分離系統を考慮した上で複数の端子#𝑙（𝑙は 1～𝑁のうち，𝑘と(𝑘 + 1)を除い

た端子番号）に緊急時用 DC-AVR 運転端子を設定する必要がある。なお，複数の緊急時用 DC-

AVR 運転端子に 3.2 節で説明した可変電圧閾値𝑉𝑡ℎ,𝑒𝑚を設定すると，万が一これらの端子が同一

の分離系統となった場合，DC-AVR 運転端子が重複し，端子間で制御の干渉が生じることが懸念

される。そこで，可変電圧閾値と併せて，DWT による故障検出手法を組み合わせることで，直流

電圧変動が生じ，かつ故障が検出された場合にのみ，運転特性切替を実施する手法が考えられる。

これにより，緊急時用の DC-AVR 運転端子を複数設置することが可能となることで，発生する確

率は低いものの同時に 2 地点でルート断になる場合や，大規模な多端子 HVDC システムにおいて

緊急時用の DC-AVR 運転端子を 1 つのみ決定することが困難な場合において，提案手法のメリッ

トは大きなものになると考えられる。 

なお，3.3 節で述べた通り，DWT を用いた故障検出手法では，故障種別までは把握しなくとも，

故障の影響を受けているか否かを DWT によって判断することで，出力変動に起因する電圧変動

で誤動作を回避することが期待される。また，DWT を用いた故障検出のみで運転特性切替を行う

場合，健全回路内における DC-AVR 運転端子の有無が判断できないため，複数端子を電圧ドルー

プ運転させることが想定されていたが，ここでは可変電圧閾値を DWT と併せて用いることで，

DC-AVR 運転端子による電圧制御が行われていない場合に，緊急時制御へと切り替えることが期 
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図 3.16 緊急時制御手法のフローチャート 

 

待される。 

3.4.2 解析条件 

本項では，3.4 節にて提案する故障発生時を想定した多端子 HVDC システムにおける可変電圧

閾値及び DWT に基づく緊急時制御手法について，シミュレーション解析により有効性を評価す

る。ここでは，図 3.17 に示す 5 端子 HVDC システムモデルを，シミュレーション解析に使用す

る。なお，各パラメータは表 2.1 と同様の値を使用する。また，図 3.17 に示すように，全ての直 
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図 3.17 想定する多端子 HVDC システム 

 

流ケーブルの両端に DCCB を設置し，これによって故障を除去した上で健全回路の運転を維持す

ることを想定する。なお，これは永久故障であるものとし，再閉路は行わない。本解析条件にて

想定するようなシステム構成の場合，故障に伴う DCCB の動作によって，複数パターンの分離系

統となることが想定される。 

本シミュレーション解析においては，図 3.17 中に赤色で示す𝑓1，𝑓2それぞれの地点で P-G 故障

が発生した場合を想定する。この𝑓1，𝑓2の故障は，シミュレーション開始から時間の 5.0 秒後に発

生し，更にその 5ms 後に DCCB を開放することとする。なお，定常時制御として提案する可変

電圧方式を採用する場合には，定常時において VSC1 が DC-AVR 運転端子として動作し，何らか

の要因で VSC1 が停止した場合には，VSC2 が DC-AVR 運転を引き継ぐこととする。また，現在

DC-AVR 運転を行っている VSC1 と，DC-AVR 優先順位第 2 位の VSC2 を除く端子から緊急時

DC-AVR 運転端子を選定することが考えられるが，ここでは VSC3 及び VSC4 を緊急時 DC-AVR

運転端子に設定することとする。ただし，VSC3・VSC4・VSC5 のうちどの端子を緊急時 DC-AVR

運転端子とするかは，ルート断の発生確率や各端子における変換器容量，交流系統の規模等に従

って，TSO が予め決定するものである。 

また，ここではシステム内の全端子が DC-AVR 運転，APR 運転，電圧ドループ運転のいずれか

の制御モードで運転するものとする。なお，提案手法を採用した場合において，運転特性切替の

判断に用いる規定値𝛼と𝛽は，それぞれ 0.02 p.u.及び 0.045 p.u.とする。 

今回の試算では，事前の検証において感度良く事故発生時の電流波形を検出できたため，今回の

試算ではレベル𝑗 = 6の Harr ウェーブレットを使用する。また，ウェーブレット係数に設定する

閾値𝐾𝑡ℎ
(6)は，試行錯誤的に 0.009 とする。 

3.4.3 解析結果 

（１）𝑓1における P-G 故障を想定 

𝑓1において P-G 故障が発生すると，図 3.17 中に示す𝑓1の両端に設置された DCCB の動作によ
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り，VSC1・VSC2 から構成される Zone 1-1 と，VSC3・VSC4・VSC5 から構成される Zone 1-2 に

分離される。なお，本解析条件下においては，故障除去が適切に実行され，これら 2 つのエリア

は健全回路であるものとする。 

図 3.18 に各端子の直流電圧，図 3.20 にウェーブレット係数，図 3.20 に出力電力，図 3.21 に

各端子の運転特性を示す。また，表 3.6 にウェーブレット係数のピーク値を纏める。図 3.18 及び

図 3.19 より，ウェーブレット係数と直流電圧が閾値をともに逸脱した VSC3 が，APR 運転から

DC-AVR 運転端子に切り替わっていることが確認できる。これにより，Zone 1-1 においては VSC1

が，Zone 1-2 においては VSC3 が，縮退運転時において DC-AVR 運転を行い，直流電圧を維持し

ていることがわかる。更に，提案手法においては，各端子の直流電圧が大幅に上昇しないように

DC-AVR の制御目標を設定いるため，Zone 1-1 及び Zone 1-2 の両システム内において，直流電圧

の上昇が抑えられていることが確認できる。なお，VSC4 も緊急時用 DC-AVR 運転端子であるも

のの，この端子は表 3.6 に示すように，ウェーブレット係数が閾値を超過しないため，APR 運転

を継続している。また，DWT のみによる運転特性切替を用いた場合においては，VSC2 及び VSC3

の両端子が，APR 運転から DC-AVR 運転端子に切り替わることが想定される。従って，提案手法

のように可変電圧閾値による運転特性切替手法を組み合わせることにより，VSC2 及び VSC3 の

制御の干渉，運転特性切替の誤動作が回避されていることがわかる。 

 

 

図 3.18 直流電圧 

 

図 3.19 ウェーブレット係数 
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図 3.20 出力電力 

 

図 3.21 各端子の運転特性 

 

表 3.6 ウェーブレット係数のピーク値 

 VSC1 VSC2 VSC3 VSC4 VSC5 

𝐾𝑀𝐴𝑋
6 0.010 0.010 0.010 0.004 0.004 

 

（２）𝑓2における P-G 故障を想定 

𝑓2において P-G 故障が発生すると，図 3.17 中に示す𝑓2の両端に設置された DCCB の動作によ

り，VSC1・VSC2・VSC3 から構成される Zone 2-1 と，VSC4・VSC5 から構成される Zone 2-2 に

分離される。また，本解析条件下においても（1）と同様，故障除去が適切に実行され，これら 2

つのエリアは健全回路であるものとする。 

図 3.22 に各端子の直流電圧，図 3.23 にウェーブレット係数，図 3.24 に出力電力，図 3.25 に

各端子の運転特性を示す。また，表 3.7 にウェーブレット係数のピーク値を纏める。図 3.22 及び

図 3.23 より，ウェーブレット係数と直流電圧が閾値をともに逸脱した VSC4 が，APR 運転から

DC-AVR 運転端子に切り替わっていることが確認できる。これにより，Zone 2-1 においては VSC1

が，Zone 2-2 においては VSC4 が，縮退運転時において DC-AVR 運転を行い，直流電圧を維持し
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ていることがわかる。更に，（１）の解析結果と同様，提案手法によって Zone 1-1 及び Zone 1-2

の両システム内において，直流電圧の上昇が抑えられていることが確認できる。 

以上，（1）（2）の解析結果より，可変電圧閾値に加えて DWT による故障検出手法を各端子

の運転特性切替の判断に用いることで，複数個所（本試算では VSC4・VSC5）に緊急時用 DC-AVR

運転端子を設定することが可能となることが確認できた。3.2 章に示した解析結果より，放射状の

多端子 HVDC システムにおいて可変電圧閾値による緊急時制御は，システムの運転継続を高めら

れるといった観点から，信頼度向上に十分貢献できることが明らかとなっている。これに加えて，

本節にて提案した DWT による故障検出手法を組み合わせることで，複数パターンの分離系統が

想定される場合においても，各端子の制御が干渉することなく，緊急時制御を実施可能であるこ

とが明らかになった。 

 

 

図 3.22 直流電圧 

 

 

図 3.23 ウェーブレット係数 
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図 3.24 出力電力 

 

 

図 3.25 各端子の運転特性 

 

表 3.7 ウェーブレット係数のピーク値 

 VSC1 VSC2 VSC3 VSC4 VSC5 

𝐾𝑀𝐴𝑋
6 0.004 0.005 0.012 0.009 0.008 
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第 4 章 系統安定度向上に貢献する多端子

HVDCシステムの運用 

第 3 章では，多端子 HVDC システムの直流区間において故障が発生した場合を想定し，故障箇

所の遮断後においてシステムの運転継続を可能とすることを目的とした緊急時制御への切替手法

の提案と，シミュレーション解析による有効性評価を行った。前章まででは，多端子 HVDC シス

テムにおける潮流制御手法自体に着目しているが，その一方で，多端子 HVDC システムは，シス

テムに接続される交流系統への周波数サポートが可能といった特徴を併せ持っている。 

これまでにも，2 端子 HVDC システムを用いた周波数制御手法や，HVDC システムに接続され

るWFの発電電力を利用した周波数サポートについては多く開発されている[44][45]。しかしながら，

多端子 HVDC システムは直流区間を介して複数の陸上，洋上系統で相互に接続され，それらの系

統間で電力融通を行うため，各端子における緊急時融通電力量の各端子での配分の決定方法や，

周波数サポート時における各端子の運転特性の切替について考慮する必要があり，従来の周波数

制御手法をそのまま適用することは困難である。また，文献[46]，[47]では，多端子 HVDC システ

ムを対象とした周波数制御方式が提案されているが，これらは一つの交流系統内に一つの陸上受

電点が設置される場合のみを対象としている。そのため，複数の陸上受電点を持つ交流系統を対

象に周波数制御を行う場合には，同じ交流系統に接続される端子間で，制御が干渉することが懸

念される。 

そこで本章では，一つの交流系統内に複数の陸上受電点が設置されるような構成の多端子

HVDC システムにおいても端子間での制御の干渉を回避し，周波数偏差に応じて決定した融通電

力量の複数端子への適切な配分を可能とする緊急時周波数制御方式を提案する。更に，周波数変

動時において，提案手法を用いた HVDC システムに接続される交流系統の安定度向上効果につい

て，交流系統内に 1 地点及び 2 地点の陸上受電点が設置された 6 端子 HVDC システムそれぞれの

ケースでシミュレーション解析した結果を報告する。 

4.1 想定する前提条件 

本節では，系統安定度向上に貢献する多端子直流送電システムの運用方法を提案するにあたり

前提とする条件について記述する。 

ここでは，多端子 HVDC システムにおける平常時の運転方式として，2 章にて説明した可変電

圧閾値方式による有効電力・直流電圧制御を採用することを想定している。なお，本節において

も，DC-AVR 優先順位は端子番号順であるものとし，現在 DC-AVR 運転を行っている端子番号を

#𝑘とする。なお，本論文においてシミュレーション解析を行うにあたり用いたガバナモデル及び

負荷周波数制御（Load Frequency Control：LFC）モデルの詳細は，付録に記載する。ここで，ガバ
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ナとは自動的に発電機出力とタービンの回転速度を調整する装置である。電力系統においては，

時々刻々と変化する需要に対して，ガバナフリー運転（Governor Free：GF），LFC，経済負荷配

分制御（Economic Load dispatching Control：EDC）などによって，常に需要と供給が釣り合うよう

に発電機の出力調整，制御が行われ，周波数の変動が抑制されている。負荷変動のうち，数分以

下の小幅変動分（サイクリック成分）は，発電機の GF 運転と負荷の自己制御性によって抑制さ

れる。ここで，負荷の自己制御性とは，負荷が本来持っている周波数に対して消費電力を変化す

る性質によって得られる特性である。通常，負荷には供給される電力の周波数が上昇すると消費

電力が上昇し，逆に周波数が低下すると消費電力が減少する性質がある。この性質によれば，周

波数が上昇した場合には負荷の消費電力が増大することで周波数が低下し，逆に周波数が低下し

た場合には負荷の消費電力が減少することで周波数が上昇する。すなわち，負荷には周波数が変

動した場合に周波数をもとに戻そうとする働きがあり，このような働きが負荷の自己制御性と呼

ばれている。また，数分から 20 分程度の短周期変動分（フリンジ成分）は LFC によって抑制さ

れる。更に，20 分程度以上の長周期変動分（サステンド成分）は，日間負荷変化カーブからある

程度予測可能であり，EDC によって抑制される。すなわち，予測負荷に見合うよう経済性（主と

して発電燃料費）を考慮して発電機の出力配分が決定され，中央制御されている。本章において

は交流系統の安定度解析に主眼を置いているため，GF 運転及び LFC を用いるものとする。 

4.2 提案する周波数制御手法 

 ここでは，本論文で提案する系統安定度向上に貢献する多端子直流送電システムの運用方法に

ついて説明する。具体的には，多端子 HVDC システムにおいて周波数制御を行う際の各端子の運

転特性切替決定手法を 4.2.1 項，周波数制御時における緊急時融通電力量の算出方法を 4.2.2 項に

分けて記載する。 

4.2.1 各端子の運転特性切替決定手法 

想定する𝑁端子 HVDC システムの概要を図 4.1 に示す。いま，緊急時周波数制御が必要であ  

 

 

図 4.1 𝑁端子 HVDC システムの概略図 
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ると判断する規定範囲を超える周波数変動が生じた交流系統に接続される端子#𝑙𝑎（𝑎  =1, …, 

𝑛 − 1, 𝑛）を考える。可変電圧閾値に基づく有効電力・直流電圧制御方式に，周波数制御機能を

実装することを想定した，提案手法のフローチャートを図 4.2 に示す。 

緊急時周波数制御を行う端子#𝑙𝑎の中に，いま DC-AVR 運転をしている端子#𝑘が含まれている

場合（#𝑘 =#𝑙𝑎）には，この端子は DC-AVR 運転から APR 運転に切り替えることとする。これは，

DC-AVR 運転端子は出力目標値を直接与えることができず，この端子#𝑙𝑎において周波数制御を行

う際の足かせになることを避けるためである。なお，DC-AVR 運転端子以外の APR 運転端子 

 

 

図 4.2 提案する周波数制御のフローチャート 
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全ての出力目標値を適切に変更することで，DC-AVR 運転端子においても意図した出力電力を

おおよそ得ることができるが，直流区間でのロス分や，システムに接続される WF の出力変動

等によって，正確に出力電力を操作することは困難である。従って，周波数制御を行う端子に

おいては，出力目標値を自由に変更可能な APR 運転端子に予め切り替えておくことが望まし

い。 

また，#𝑙𝑎を除く DC-AVR 運転が可能な各端子（以下，電圧調整可能端子）のうち，最も DC-

AVR 優先順位の高い端子を，APR 運転から DC-AVR 運転に切り替えることとする。なお，この

APR 運転から DC-AVR 運転への切替は，第 2 章にて説明した，可変電圧閾値方式によって実施さ

れるものである。つまり，端子#(𝑘 + 1)において計測する受電電圧と，一定間隔毎に上位制御系

から受信・更新する可変電圧閾値との大小関係から判断される。そのため，端子#(𝑘 + 1)におい

て可変電圧閾値を超過するような直流電圧変動が生じた場合には，端子間通信によらず当該端子

で扱う情報のみで，自動的に APR 運転から DC-AVR 運転への制御の変更が実行される。 

つまり，ある端子#𝑙𝑎に接続される交流系統に対して周波数サポートを実施するためには，端子

#𝑙𝑎において周波数変動を検出した段階で，端子#𝑙𝑎が DC-AVR 運転端子である場合には，APR 運

転へ切り替える。この際，あえていずれかの端子を DC-AVR 運転端子に切り替える制御信号は送

信しないが，上述のような操作によって DC-AVR 運転端子が不在となると，各端子の出力変動等

により直流電圧が変動するものと考えられる。この際，第 2 章にて提案した，可変電圧閾値方式

によって，規定値以上の直流電圧変動が生じた段階で，端子#(𝑘 + 1)が APR 運転から DC-AVR 運

転端子に自律的に切り替わる。これにより，新たに設定された DC-AVR 運転端子#(𝑘 + 1)が多端

子 HVDC システム内の直流電圧を維持し，システムの安定な運転継続が期待される。また，周波

数変動が生じている交流系統に接続される#𝑙𝑎は APR 運転となっているため，出力指令値を更新

することで，周波数変動抑制のために必要な電力融通を受けることができる。 

4.2.2 緊急時融通電力量の算出方法 

 次に，緊急時融通電力量の算出手法について述べる。端子#𝑙𝑎（𝑎 =1, …, 𝑛 − 1, 𝑛）が接続す

る交流系統の周波数𝑓𝑎𝑐,𝑙𝑎
が，緊急時周波数制御が必要であると判断する規定範囲（本論文では

定格周波数𝑓𝑎𝑐,𝑙𝑟𝑒𝑓±0.35 Hz とした）を超える周波数変動が生じた際，その逸脱量に応じた融通

電力の調整を行うこととする。多端子 HVDC システムを介して端子#𝑙𝑎が接続する交流系統へ

送電する緊急時融通電力の調整量∆𝑃𝑟,𝑙𝑎
は，次式から算出される。 

 

∆𝑃𝑟,𝑙𝑎
=

𝐾𝑝𝑓,𝑙(𝑓𝑎𝑐,𝑙𝑟𝑒𝑓 − 𝑓𝑎𝑐,𝑙𝑎
)

𝑛
 (4.1) 

 

ただし，周波数制御ゲイン𝐾𝑝𝑓,𝑙 ≠ 0とする。この有効電力調整量∆𝑃𝑟,𝑙𝑎
は，多端子 HVDC システ

ムの上位制御系にて算出し，各端子へ送信するものである。また，多端子 HVDC システム内の需

給バランスを維持するためには，(4.1)式で算出した緊急時融通電力調整量を，周波数変動の生じ

ていない他の電圧調整可能端子からの送電により補う必要がある。周波数制御端子の出力目標値

のみを∆𝑃𝑟,𝑙𝑎
分だけ更新すると，DC-AVR 運転端子が融通電力量の過不足分を全て吸収することに
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なり，この端子に接続される交流系統に急峻な出力変動をもたらすことが懸念される。そこで，

緊急時周波数制御を行う際には，周波数変動が生じていない他の出力電力調整可能端子の出力目

標値も併せて更新することで，一つの端子に負担が集中することを回避する。提案手法では，同

じ交流系統に接続されている端子#𝑙𝑎を除く，任意の端子#𝐴における緊急時融通電力調整量∆𝑃𝑟,𝐴

は次式で算出される。 

 

∆𝑃𝑟,𝐴 =
𝐾𝑟,𝐴𝑢𝐴(𝑡)𝑛

∑ 𝐾𝑟,𝑖
𝑁
𝑖=1 𝑢𝑖(𝑡) − ∑ 𝐾𝑟,𝑙𝑎

𝑛
𝑎=1

∙ ∆𝑃𝑟,𝑎 (4.2) 

 

ここで，𝑁は多端子 HVDC システムの端子数，𝑢𝑖(𝑡)及び𝑢𝐴(𝑡)は端子#𝑖，#𝐴が正常に動作可能な

場合は 1，端子脱落等によって正常に動作できない場合は 0 となるフラグである。 

各端子への緊急時融通電力調整量∆𝑃𝑟,𝐴の配分は，(4.2)式中の係数𝐾𝑟,𝐴，𝐾𝑟,𝑖，𝐾𝑟,𝑙𝑎
に依存して

決定されるが，これらの係数の値は各変換器（端子#𝐴，#𝑖，#𝑙𝑎）の容量や接続先の交流系統の

状況等を勘案して，TSO が事前に決定しておくこととする。なお，DC-AVR 運転端子は出力目

標値を直接与えることができないが，他の APR 端子の出力目標値を適切に変更することで，

DC-AVR 運転端子においても意図した出力電力を得ることができる。従って，多端子 HVDC シ

ステム内の APR 端子（端子#𝑙𝑎を除く）における有効電力指令値を，次式のように更新するこ

とで，DC-AVR 運転端子においても提案する周波数制御に寄与することができる。 

 

𝑃′𝑟𝑒𝑓,𝐴 = ∆𝑃𝑟,𝐴 + 𝑃𝑟𝑒𝑓,𝐴 (4.3) 

 

なお，𝑃′𝑟𝑒𝑓,𝐴は周波数制御時における新たな出力指令値，𝑃𝑟𝑒𝑓,𝐴は周波数制御開始前の段階におけ

る出力指令値を表している。 

4.3 シミュレーション解析による提案手法の有効性評価 

本節では，シミュレーション解析により提案する故障発生時を想定した多端子 HVDC システム

の制御手法の有効性について評価する。 

4.3.1 解析条件 

本シミュレーション解析では，図 4.3 に示す 6 端子で構成される多端子 HVDC システムモデル

を用いることとする。図 4.3中に示したG1及びG2は火力発電機（SG1：300MVA，SG2：200MVA），

G3 は水力発電機（SG3：100MVA）を表している。なお，G1 及び G3 は LFC 運転，G2 は GF 運

転するものとする。また，各端子の出力電力は，交流系統側から直流区間へ流れる向きを正とす

る。システムに接続される交流系統として，図 4.4 に示す IEEE 9 母線モデル系統[48][49]を改変し

た系統モデルを使用する。ここで，VSC1～VSC4 は陸上交流系統に接続される端子を想定してお

り，これらの端子は DC-AVR 運転，APR 運転，電圧ドループ運転のいずれかのモードで運転する 
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図 4.3 6 端子 HVDC システム 

 

 

図 4.4 IEEE9 母線モデル系統 

 

ものとする。一方，VSC5 及び VSC6 は洋上 WF に接続される端子を想定しており，これらの端

子は常に APR 運転で動作するものとする。 

シミュレーション開始から 10秒時に，図 4.4に示す交流系統内の母線 5に接続される負荷（Load 

A）が 0.38p.u.（500MW を 1.0p.u.とする）増加するものとする。また，本解析条件下において，

提案手法で用いる各係数の値は，𝐾𝑝𝑓,𝑉𝑆𝐶1 =1.8，𝐾𝑟,𝑉𝑆𝐶1=0.3，𝐾𝑟,𝑉𝑆𝐶2=0.5，𝐾𝑟,𝑉𝑆𝐶3=0.3，𝐾𝑟,𝑉𝑆𝐶4=0.2，

𝐾𝑟,𝑉𝑆𝐶5=0.0, 𝐾𝑟,𝑉𝑆𝐶6=0.0（いずれも単位は[p.u./Hz]）とする。 

なお，図 4.4 に示す交流系統における陸上受電点が 1 地点の場合（VSC1 のみ）と，2 地点存在

する場合（VSC1 及び VSC3）のそれぞれについて，提案手法の有効性を確認するために従来手法

との比較を行う。また，多端子 HVDC システムにおける各端子の初期出力は，𝑃𝑉𝑆𝐶1=0.1p.u.，𝑃𝑉𝑆𝐶2=

－0.7 p.u.，𝑃𝑉𝑆𝐶3=－0.1 p.u.，𝑃𝑉𝑆𝐶4=－0.9 p.u.，𝑃𝑉𝑆𝐶5=0.8 p.u.，𝑃𝑉𝑆𝐶6=0.8 p.u.とする。 
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4.3.2 解析結果 

（１） 陸上受電点が 1 地点のケース 

 本解析条件下では，各端子がそれぞれ異なる陸上系統もしくは洋上系統に接続されている場合

を想定する。図 4.3 に示す交流系統には VSC1 のみが接続されており，VSC3 は図 4.3 中の一点

鎖線の送電線を介して VSC1 とは別の交流系統に接続されているものとする。各端子の運転特性

を表 4.1 に示す。 

 ここでは，以下に示す Case 1-1～Case 1-4 の 4 ケースそれぞれにおいて，周波数変動時におけ

る応答を確認する。 

 

Case 1-1：周波数制御を行わない可変電圧閾値制御 

Case 1-2：電圧マージン方式 

Case 1-3：電圧ドループ方式 

Case 1-4：提案手法 

 

ここで，従来の電圧マージン方式では，周波数制御時において DC-AVR 運転端子を切り替えら

れないため，Case 1-2 では予め VSC2 が定常時において DC-AVR 運転端子を行うものとした（ 

表 4.1 を参照）。なお，Case 1-2～Case1-4 における周波数制御は全て，周波数偏差∆𝑓𝑎𝑐,𝑙𝑎
≥0.35Hz

となった場合に制御を開始するものとした。また，Case 1-2 における融通電力量（各 APR 端子の

出力目標値）は提案手法と同様に(4.1)式から算出することとする。Case 1-2 における VSC2～4 の

DC-AVR 基準値は，端子番号順にそれぞれ 1.00p.u.，1.25p.u.，1.35p.u とした（500kV を 1.0p.u.と

する）。 

各ケースにおける VSC1 側系統周波数𝑓𝑎𝑐,𝑙を図 4.5，各端子の出力電力を図 4.6，Case 1-4 にお

ける VSC1，VSC2 の運転特性及び直流電圧をそれぞれ図 4.7，図 4.8 に示す。図 4.5 より，周波

数制御を実装していない可変電圧閾値制御を用いた Case 1-1 では，Nadir は約 48.68Hz と大きく

変動している。これに対して，Case 1-2～Case 1-4 では Nadir はそれぞれ 49.56Hz，49.63Hz，49.64Hz

となっており，緊急時電力融通により Case1-1 よりも改善している。 

 

表 4.1 各端子の運転特性（Cases 1-1～Case 1-4） 

端子 
運転特性 

Case 1-1 Case 1-2 Case 1-3 Case 1-4 

VSC 1 DC-AVR APR 電圧ドループ 
DC-AVR 

→APR 

VSC 2 APR DC-AVR 電圧ドループ 
APR 

→DC-AVR 

VSC 3 APR APR 電圧ドループ APR 

VSC 4 APR APR 電圧ドループ APR 

VSC 5 APR APR APR APR 

VSC 6 APR APR APR APR 
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Case 1-2 で想定した従来の電圧マージン方式では，周波数変動に応じて運転特性を切り替えら

れない。今回の解析条件では，VSC1 を予め APR 運転としているために問題は生じていない結果

が得られているが，緊急時周波数制御が実行されたタイミングで VSC1 が DC-AVR 運転を行って

いる場合には，VSC1 の出力目標値を直接設定することが出来な。このため，周波数制御に必要

な融通電力量を正確に確保することが難しく，周波数制御性能が低下することが懸念される。 

また，Case 1-3 では，図 4.6(b)に示す有効電力出力の 11 秒時～21 秒時付近に振動が生じてい

る。これは，図 4.5 及び図 4.8(a)に示すように，10 秒時以降に周波数の低下と同時に直流電圧も

変動しており，これによって有効電力指令値が増減することにより生じていると考えられる。従

って，今回のシミュレーション条件のように直流電圧変動と周波数変動が同時に生じると，𝑓𝑎𝑐 −

𝑃ドループ特性と𝑉𝑑𝑐 − 𝑃ドループ特性が干渉する場合がある。 

提案手法を用いた Case 1-4 では，図 4.5 に示すように VSC1 側交流系統において規定値を超過

するような周波数変動が生じると，VSC1 が DC-AVR 運転から APR 運転へ切り替わることが図 

4.6 から確認できる。また，図 4.8(b)に示すように各端子の直流電圧が変動し，特に VSC2 の電圧

が可変閾値に到達したことによって，可変電圧閾値制御によって当該端子が APR 運転から DC-

AVR 運転へ切り替わっている。更に，図 4.6(c)より，VSC1 が多端子 HVDC システムから交流系

統側へ電力融通を行っており，緊急時周波数制御に貢献していることが確認できる。以上より，

提案手法を用いた Case 1-4 では，可変電圧閾値方式及び緊急時周波数制御の双方によって適切な

運転特性切替が行われた上で，緊急時の電力融通が正常に行われていることが分かる。 

なお，Case 1-2 と Case 1-4 では，両ケースともに(4.1)(4.2)式に従って緊急時電力融通量を決定

しているが，図 4.5 及び図 4.6(a)(c)に示すように，周波数及び有効電力出力は異なる応答が得ら

れている。これは，提案手法を用いた Case 1-4 においては，DC-AVR 端子が不在となる期間が存

在しており（図 4.7 を参照），この間の直流電圧低下に伴って VSC1 及び VSC2 の APR 指令値と

DC-AVR 指令値がステップ状に変動することに起因すると考えられる。つまり，今回のシミュレ

ーション結果において，提案手法を用いた Case 1-4 のほうが従来手法を用いた Case 1-2 よりも周

波数低下から早く回復しているが，これは提案手法から意図されるものではなく，運転特性切替

で生じた変動が偶然及ぼした結果であると考えられる。 

 

 

図 4.5 周波数（Case 1-1～Case 1-4） 
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(a) Case 1-2 

 

 

(b) Case 1-3 

 

 

(c) Case 1-4 

図 4.6 各端子の出力電力 
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図 4.7 VSC1 及び VSC2 の運転特性（Case 1-4） 

 

 

(a) Case 1-3 

 

 

(b) Case 1-4 

図 4.8 直流電圧 
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（２） 陸上受電点が 2 地点のケース 

図 4.4 に示すように，母線 1 に VSC1，母線 9 に図中に示す破線の送電線を介して VSC3 が設

置され，これを介して交流系統が多端子 HVDC システムに接続されているものとする。この系統

モデルを解析対象として，以下に示す 4 ケースそれぞれにおいて，周波数変動時における応答を

確認する。 

 

Case 2-1：周波数制御を行わない可変電圧閾値制御 

Case 2-2：電圧マージン方式 

Case 2-3：緊急時のみ周波数制御を行う電圧ドループ方式 

Case 2-4：提案制御方式 

 

ここで，各端子の運転特性を表 4.2 に示す。なお，各端子の初期出力は（1）と同様の値とした。 

各ケースにおける VSC1 側系統周波数𝑓𝑎𝑐1を図 4.9，各端子の出力電力を図 4.10，Case 2-4 にお

ける VSC1，VSC2 の運転特性及び直流電圧をそれぞれ図 4.11，図 4.12 に示す。 

図 4.9 より，周波数制御を実装していない Case 2-1 では，Nadir は約 48.68Hz と大きい。これに

対して，Case 2-2，2−3，2-4 では Nadir はそれぞれ 49.56Hz，49.62Hz，49.62Hz となっており，緊

急時融通により Case2-1 よりも改善している。 

Case 2-2 で想定した従来の電圧マージン方式では，(4.1)式に従った電力の融通によって，VSC1・VSC3

側交流系統内の需給バランスが維持され，Nadir が小さいことが確認できるものの，周波数変動に応じた

運転特性の切替を行うことができない。従って，緊急時周波数制御が実行されたタイミングで VSC1 もし

くは VSC3 が DC-AVR 運転を行っている場合には，DC-AVR 運転端子の出力電力を直接制御できないた

めに，VSC1・VSC3 間での制御の干渉などにより，正常な応答が得られない可能性がある。なお，こ

の場合を想定した解析結果については（3）で述べる。 

Case 2-3 では，図 4.10(b)及び図 4.12(a)より，緊急時周波数制御時において振動が生じているこ

とが分かる。これは Case 1-3 と同様の原因から，VSC1～VSC4 において𝑓𝑎𝑐 − 𝑃ドループ特性と

𝑉𝑑𝑐 − 𝑃ドループ特性が干渉し，出力指令値の更新に影響を及ぼしていると考えられる。 

Case2-4 では，図 4.9 に示すように負荷の増加に伴って VSC1・VSC3 側交流系統において規定

値を超過する周波数変動が生じており，図 4.11 より VSC1 が DC-AVR 運転から APR 運転へ切り

替わっていることが分かる。またこの際，図 4.12(b)に示すように各端子の直流電圧が変動し，特

に VSC2 の電圧が可変閾値に到達したことによって，可変電圧閾値制御により当該端子が APR 運

転から DC-AVR 運転へ切り替わっている。更に，図 4.10(c)に示すように，周波数変動時において

VSC1 及び VSC3 の 2 端子から交流系統側へ電力を融通していることが確認できる。以上より，

提案手法を用いた Case 2-4 では，可変電圧閾値方式による運転特性切替及び緊急時周波数制御の

双方によって，陸上受電点が 2 地点ある系統においても，端子間で制御が干渉することなく緊急

時の電力融通が正常に行われるものと考えられる。 
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表 4.2 各端子の運転特性（Cases 2-1～Case 2-4） 

端子 
運転特性 

Case 2-1 Case 2-2 Case 2-3 Case 2-4 

VSC 1 DC-AVR APR 電圧ドループ 
DC-AVR 

→APR 

VSC 2 APR DC-AVR 電圧ドループ 
APR 

→DC-AVR 

VSC 3 APR APR 電圧ドループ APR 

VSC 4 APR APR 電圧ドループ APR 

VSC 5 APR APR APR APR 

VSC 6 APR APR APR APR 

 

 

図 4.9 周波数（Case 2-1～Case 2-4） 

 

 

(a) Case 2-2 
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(b) Case 2-3 

 

 

(c) Case 2-4 

図 4.10 各端子の出力電力 

 

 

図 4.11 VSC1 及び VSC2 の運転特性（Case 2-4） 
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(a) Case 2-3 

 

 

(b) Case 2-4 

図 4.12 直流電圧 

 

（３） 運転特性切替を行わない場合との比較 

 本解析条件下では，（2）陸上受電点が 2 地点のケースと同様，VSC1 及び VSC3 が同じ交流系

統に接続されている場合を想定する。ここでは，以下に示す 3 ケースそれぞれにおいて，周波数

変動時における応答を確認する。 

 

Case 3-1：周波数制御を行わない可変電圧閾値制御 

Case 3-2：運転特性切替を実装していない従来の電圧マージン方式 

Case 3-3：提案制御方式 

 

ここで，各端子の運転特性を表 4.3 に示す。なお，各端子の初期出力は𝑃𝑉𝑆𝐶1 =0.1p.u.，𝑃𝑉𝑆𝐶2 =－

0.6p.u.，𝑃𝑉𝑆𝐶3=－0.3p.u.，𝑃𝑉𝑆𝐶4=－0.8p.u.，𝑃𝑉𝑆𝐶5=0.8p.u.，𝑃𝑉𝑆𝐶6=0.8p.u.とした。 
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各ケースにおける VSC1 側系統周波数𝑓𝑎𝑐1を図 4.13，各端子の出力電力を図 4.14，Case 3-3 に

おける VSC1，VSC2 の運転特性及び直流電圧をそれぞれ図 4.15，図 4.16 に示す。図 4.13 より，

Case 3-1 と比較して，Case 3-2，Case 3−3 はいずれも Nadir が小さくなっていることが分かる。た

だし，表 4.2 に示すように，Case 3-2 では周波数変動時においても VSC1 が DC-AVR 運転を行っ

ているため，出力電力を直接制御することができない。そのため，本来であれば VSC1 及び VSC3

の双方から周波数偏差に応じた融通電力を受けたい状態であるにもかかわらず，図 4.15(a)に示す

ように，VSC1 は交流系統から多端子 HVDC システム側へ送電を行う状態となっている。 

これに対して Case 3-3 では，図 4.15 に示すように周波数変動及び直流電圧変動に応じて VSC1，

VSC2 の運転特性が適切に切り替わる。これにより，提案手法では VSC 及び VSC3 の双方が APR

運転となり，より効果的な周波数制御を行うことが可能になることが分かる。 

以上の解析結果より，提案する周波数制御を多端子 HVDC システムに実装することで，陸上受

電点が複数設置されるような複雑な回路構成のシステムにおいても，周波数制御時における運転

特性切替を適切に実行することで効率的な電力融通を実現し，交流系統の安定度向上に寄与でき

ることを明らかにした。このように，多端子 HVDC システムにおいては，RE 電源が大量導入さ

れた場合における地域間連系としての役割のみならず，周波数変動時における複数端子間での電

力融通の実現によって，システムに接続される既存系統のレジリエンス向上にも貢献することが

期待される。 

 

 

表 4.3 各端子の運転特性（Cases 3-1～Case 3-3） 

端子 
運転特性 

Case 3-1 Case 3-2 Case 3-3 

VSC 1 DC-AVR DC-AVR 
DC-AVR 

→APR 

VSC 2 APR APR 
APR 

→DC-AVR 

VSC 3 APR APR APR 

VSC 4 APR APR APR 

VSC 5 APR APR APR 

VSC 6 APR APR APR 
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図 4.13 周波数（Case 3-1～Case 3-3） 

 

 

(a) Case 2-2 

 

 

(b) Case 2-3 

図 4.14 各端子の出力電力 
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図 4.15 VSC1 及び VSC2 の運転特性（Case 3-3） 

 

 

図 4.16 直流電圧（Case 3-3） 

4.4 HVDCシステムに適用する仮想同期発電機制御 

前章で述べたように，近年導入量が増加している太陽光や風力発電に代表される RE 電源の多

くは，インバータを用いた直流電力の交流電力への変換を介して電力系統へ接続している。この

系統連系インバータは，一般的に PLL 制御により系統周波数と同期している。インバータ電源は

回転体を有する同期発電機とは異なり，パワーエレクトロニクス・デバイスによって構成される

静止器であるため，通常，回転体の慣性力に相当する機能を具備していない。このため，インバ

ータ連系型の RE 電源が大量導入され，通常の同期発電機の起動台数が相対的に減少すると，慣

性及び同期化力が減少し，系統安定度の低下を招くことが懸念されている。この問題の解決策の

一つとして，VSG 制御が注目されている。VSG 制御は，非同期発電システムの出力や交流電圧に

おいて，慣性を保持する SG と同様の振る舞いをさせる制御手法である。なお，インバータ電源

のみでは電力の充放電ができないため，通常，電力貯蔵装置（Energy Strage System：ESS）が必要

となる。 

VSG 制御は，従来の SG の慣性及び同期化力によって維持されてきた種々の系統安定性の向上

に貢献が期待されることから，2000 年代後半から幅広い領域で研究が進められている[50][51]。これ
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までに，SSG（Static Synchronous Generator）や VISMA（Virtual Synchronous Machine）と呼ばれる

方式の VSG 制御が提案されている[52]。SSG は，同期発電機の Park の式と動揺方程式を用いて同

期発電機を模擬している VSG 制御方法である。また，VISMA は，Park モデルを詳細に模擬して

いる VSG 制御方法である。本方式では，インバータの端子電圧から Park の式をもとに各相の電

流を算出し，その電流値を指令値として，インバータを制御する。これらの他にも，VCO（Voltage 

Controlled Oscillator）方式や Synchronverter 方式などが提案されている。以上のような動揺方程式

や Park の発電機方程式を用いて同期機を模擬する制御方法は，動特性を十分に模擬することがで

きるが，設定するパラメータ数が多く適切な値を求めることが難しく，複雑なシステムになりや

すいといった課題がある。また，先述の通り，VSG 制御には一般的に ESS を設ける必要があり，

本制御システムは蓄電池システムや蓄電池併設型の分散電源への適用が考えられるが，これらは

高コストな機器であるため，この点においても問題が残る。 

そこで本論文では，複雑なパラメータ設計を不要とする，シンプルかつ効果的な構成の VSG 制

御手法を提案する。なお，提案する VSG 制御は，RE 電源の導入拡大に併せて新設されることが

想定される，HVDC システムへの実装を想定するものとする。これにより，RE 電源の導入拡大

に伴って新設される設備において慣性力低下によって引き起こされる問題を解消し，更なる RE

電源の導入拡大並びに既存系統のレジリエンス向上に貢献することが期待される。 

本節では，まず初めに仮想同期発電機の制御について説明する上で基本となる同期機理論につ

いて説明する。次に，系統周波数変動に対する PID ファジィ制御を基礎として系統安定化に必要

な制御電力の 3 成分，すなわち仮想慣性力𝑃𝑖𝑛𝑒𝑟𝑡𝑖𝑎，仮想同期化力𝑃𝑠𝑦𝑛𝑐ℎ，仮想 Droop 電力𝑃𝐷𝑟𝑜𝑜𝑝を

算定することによる，新しい VSC 制御手法を提案する。更に，HVDC システムにおける電圧制御

手法について説明した上で，シミュレーション解析による提案手法の有効性評価を行う。 

4.4.1 仮想同期発電機制御の理論的背景 

初めに，仮想同期発電機の制御について説明する上で基本となる同期機理論について説明する。

同期機の原動機出力𝑃𝑀[W]，回転角速度𝜔𝑚[rad/s]，負荷角𝛿[rad]が(4.4)～(4.6)式のように角周波数

𝜔ℎ[rad/s]で持続振動していると仮定する。 

 

𝑃𝑀 = 𝑃𝑀0 + 𝑅𝑒[√2 + 𝑃̇𝑃𝑀𝑒𝑥𝑝(𝑗𝜔ℎ𝑡)] (4.4) 

𝜔𝑚 = 𝜔0 + 𝑅𝑒[√2 + Ω̇𝑚𝑒𝑥𝑝(𝑗𝜔ℎ𝑡)] (4.5) 

𝛿 = 𝛿0 + 𝑅𝑒[√2 + 𝐷̇𝑀𝑒𝑥𝑝(𝑗𝜔ℎ𝑡)] (4.6) 

 

発電機の運動方程式に基づいてフェーザで表現されたこれら変数の間に，次式の関係が成立する

[53]。 

 

𝑃̇𝑃𝑀 = [𝐻̇𝐺(𝑗𝜔ℎ) − 𝑀𝜔ℎ
2]𝐷̇𝑀 (4.7) 
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    = [𝐾𝑆 + 𝑗𝜔ℎ𝐾𝐷 − 𝑀𝜔ℎ
2] (

Ω̇m

𝑗𝜔ℎ
) 

    = [𝑗𝜔ℎ𝑀 + 𝐾𝐷 +
𝐾𝑆

𝑗𝜔ℎ
] Ω̇m 

 

ここで，𝐻̇𝐺(𝑗𝜔ℎ)は負荷角から発電機出力への伝達関数，𝐾𝑆は同期化係数，𝐾𝐷は制動係数，𝑀 [s]

は慣性定数である。(4.7)式のフェーザ方程式において，𝑗𝜔ℎを微分演算子と見なすことにより，次

の各変数の変動分に関する(4.8)式が得られる。 

 

∆𝑃𝑀 = 𝑀
𝑑∆𝜔𝑚

𝑑𝑡
+ 𝐾𝐷∆𝜔𝑚 + 𝐾𝑆 ∫ ∆𝜔𝑚𝑑𝑡 (4.8) 

 

(4.8)式の右辺において，第 1 項は慣性出力，第 2 項は制動出力∆𝑃𝐷であり，これまでの展開から

第 3 項が同期化出力∆𝑃𝑆となる。従来の仮想同期機の理論展開では主として慣性出力と制動出力

のみが着目されているが[54]，ここで新たに上記のように同期化出力成分を定義することができる。 

以上の理論により，図 4.17 に示すような周波数解析モデルを構築することができ，大規模電力 

系統の周波数変動を簡易的に解析することができる[55]。なお，これは系統を 1 台の等価発電機で

表現し，発電機入力（原動機出力）と発電機出力（系統負荷）の差に応じて等価発電機モデルに

より系統周波数変動を計算するものであり，等価発電機の回転角速度偏差∆𝜔 [p.u.]が系統周波数

偏差∆𝑓[p.u.]となる。ここで，発電機出力∆𝑃𝐺が系統負荷（送電線損失等含）偏差に相当し，同期

化成分∆𝑃𝑆と制動成分∆𝑃𝐷（誘導発電機出力）から構成される。 

4.4.2 提案する仮想同期発電機制御手法 

次に，提案する HVDC システムに適用する VSC 制御システムについて述べる。PID 制御に基

づく VSG 制御モデルを図 4.18 に示す。ここで，𝑃𝑑𝑐0は HVDC システムの定常潮流，𝐾𝑠𝑦𝑠は系統

定数（本論文では 15 [%MW/Hz]とした），𝑃𝑟𝑒𝑓は有効電力指令値，∆𝑓は周波数偏差である。なお，

下添え字 Rated は，各設備の定格値を表している。有効電力指令値に対して 4 つのリミット値（±

𝑎, ±𝑏, ±𝑐, ±𝑑）を有する可変リミッタと Dead Band（不感帯）を設けているが，これらは，対

象機器の皮相電力が 1.0 p.u.を超えないためのものである。図 4.18 の赤枠内に示すように， 

 

 

図 4.17 等価発電機 1 台による周波数解析モデル 
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図 4.18 PID 制御に基づく VSC 制御モデル 

 

Hysteresis Dead Band が OFF 時は無効電力出力優先，ON 時は有効電力出力優先となるように設計

されている。ここで，仮想同期発電機制御系においては演算・通信処理遅れ𝑇𝐷2を想定し，合計 100 

ms のむだ時間要素を考慮している[56]。 

提案手法では，チャタリングを防ぐ目的もあり，Hysteresis Dead Band によって VSG 制御の起

動停止が決定される。事前に設定した値以上の周波数変動が生じた場合に起動し，この値とは別

途事前に定めた周波数変動以下に収まった時点で停止する。提案手法では，ファジィ制御器（Fuzzy 

Logic Controller I 及び Fuzzy Logic Controller II : FLC-I，FLC-II）を用いているが，ファジィ制御は

複雑な制御系設計を必要としないロバスト性を有しており，簡単なルールのみで複雑な非線形制

御が実現できるといった利点がある[57][58]。なお，ファジィ制御におけるルールベースやメンバー

シップ関数等は，制御の仕上りに大きな影響を与えるが，それらの決定は試行錯誤的に行われる

ことが多い[57]。本論文においても，これらの設計は試行錯誤的に行った。 

また，系統安定化に必要な制御電力は，系統周波数偏差𝛥𝑓とその微分値（不完全微分），積分値

を用いてそれぞれ制動出力𝑃𝐷𝑟𝑜𝑜𝑝，慣性出力𝑃𝑖𝑛𝑒𝑟𝑡𝑖𝑎，同期化出力𝑃𝑠𝑦𝑛𝑐ℎとしてファジィ PID 制御

器を介して算出される。以上のように VSG 制御することで，慣性出力により過渡状態における系

統周波数変動を緩和し，同期化出力によっていち早く基準周波数に近づけるような効果が期待さ

れる[59]。 

なお，ここでは制御電源として HVDC システムのみを想定しているが，蓄電池や LFC 水力発

電機，あるいはこれらの制御電源を組み合わせて制御を実施することが可能である。具体的には，

図 4.18 中の∆𝑃𝐷𝑟𝑜𝑜𝑝，∆𝑃𝑖𝑛𝑒𝑟𝑡𝑖𝑎，∆𝑃𝑠𝑦𝑛𝑐ℎを各制御電源の特徴を考慮した上で，有効電力目標値と

して案分することで実現できる。HVDC システムに加えて LFC 水力発電機及び蓄電池を用いた

場合における，提案する VSG 制御手法を図 4.19 に示す。ここで， 𝑃𝑟𝑒𝑓_𝐻𝑉𝐷𝐶，𝑃𝑟𝑒𝑓_𝐵𝑎𝑡𝑡𝑒𝑟𝑦，𝑃𝑟𝑒𝑓_𝐻𝑦𝑑𝑟𝑜

はそれぞれ HVDC システム，蓄電池，LFC 水力発電機の有効電力指令値を表している。なお，下

添え字 Rated は，各設備の定格値を表している。 

図 4.19 に示した制御システムにおいては，系統安定化に必要な制御電力を，ファジィ PID 制 
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図 4.19 複数の制御電源を対象とした VSG 制御システム 

 

御器を介して算出した後，HVDC システム，蓄電池及び LFC 水力発電機に配分している。なお，

本 VSG 制御では上述のように制御電源として HVDC システム，蓄電池及び LFC 水力発電機を用

いているが，HVDC システム及び蓄電池は，高速な応答性が必要な仮想慣性制御に対応可能と考

えられる。一方，LFC 水力発電機における発電出力には変化率制限（Rate Limiter）が与えられる

が，これは比較的高速（本論文では 100 [%MW/MIN]とした）であるものと想定されるため，高速

な応答性が求められる仮想慣性制御以外の制御信号（∆𝑃𝐷𝑟𝑜𝑜𝑝，∆𝑃𝑠𝑦𝑛𝑐ℎ）に対する対応はある程度

可能であると考えられる。また，VSG 制御によって算出された LFC 水力発電機の制御指令値

𝑃𝑟𝑒𝑓_𝐻𝑦𝑑𝑟𝑜を，水力ガバナモデルにおける変化率制限の前に加算することで，LFC 水力発電機にお

いて VSG 制御システムを実装できる。なお，図 4.19 に示すように，有効電力指令値に対して 4

つのリミット値（±𝑎, ±𝑏, ±𝑐, ±𝑑）を有する可変リミッタと Dead Band があるが，これらはそ

れぞれの対象機器の皮相電力が 1.0 p.u.を超えないためのものである。 

本論文においては，図 4.19 に示す VSG システムを用いたシミュレーション解析結果は記述し

ないが，以降の 4.4.5 節で実施する図 4.18 を用いるシミュレーション解析と同様の手順で，提案

制御システムの有効性を確認できる。 

4.4.3 電圧制御手法 

また，大規模な WF を有する電力系統において，落雷などに起因する地絡故障が発生すると，

瞬時電圧低下により系統連系規程の故障時運転継続特性（Fault Ride Through : FRT）に準じて WF 

が系統からトリップする可能性がある。多数の RE 電源が広域にわたって一斉に解列すると，供

給力の大幅な低下につながり，需給バランスが崩れて電力供給に支障を来す恐れがある。実際，

日本においても，2007 年の中越沖地震で東京電力の柏崎刈羽原子力発電所の停止により関東一円

で周波数が 0.9 Hz 低下したが，その際に群馬県太田市にある 550 台の太陽光発電のうち一部が解

列した例がある[60]。このような現象が広域で発生すると，大量の電源喪失となり，系統崩壊の危

険性が生じる。このため，地絡故障発生時において，瞬時電圧低下からの影響を受けることによ
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るRE電源の一斉解列を回避するために， 静止型無効電力補償装置（Static Var Compensator：SVC），

STATCOM（Static Synchronous Compensator）及び BTB などの FACTS（Flexible AC Transmission 

System）機器によって無効電力補償を行い，電圧を安定化する必要がある。しかしながら，風力

発電設備の場合，SVC 等の導入により初期コストが 2 割程度上昇するといわれ，費用面では大き

な負担であることが課題である[61]。そこで本論文では，既存の HVDC システムにおいて，上述の

問題を解決するための無効電力制御手法について検討した。 

 HVDC システムに適用する電圧制御モデルを図 4.20 に示す。ここで，𝑄𝑟𝑒𝑓は HVDC システム

における無効電力指令値である。なお，この電圧制御手法は前項までに説明した周波数サポート

機能（VSG 制御）と同時に採用することが可能であり，図 4.20 中の𝑎は，図 4.18 中と同じ値を

とる。HVDC システムにおける端子#𝑖の交流系統側電圧𝑉𝑔𝑖が，可変リミッタに設定された上下限

値を逸脱すると，端子電圧偏差∆𝑉𝑔𝑖に従って HVDC システムから交流系統側へ無効電力が供給さ

れることで，電圧が制御される。なお，電圧制御におけるゲイン𝐾𝑞は試行錯誤により決定するも

のとする。この電圧制御は，各端子にて計測した直流電圧値を基に，ローカルに制御を行う。そ

のため，電圧制御では通信処理遅れのみを想定し，以降のシミュレーション解析においては

𝑇𝐷1=50 ms のむだ時間要素を考慮している。 

なお，地絡故障の状況によっては電圧制御のみでは WF を安定化できない場合も想定されるが，

WF の端子電圧が回復できず系統連系規定に従って解列されると WF の出力が切断されるため系

統周波数が低下し，各同期発電機は減速脱調に向かう。このような場合には，先に述べた周波数

制御を行うことで，系統安定度の向上に貢献する。以上のように，これらの電圧制御系，VSG 制

御系は，両者協調することにより，高い系統安定化効果を発揮するものと考えられる。 

4.4.4 解析条件 

ここでは，4.4.2～4.4.3 項にて説明した，VSG 制御及び電圧制御による系統安定度改善効果をシ

ミュレーション解析により確認するとともに，その有効性に関して考察を行う。本解析では，図 

4.21 に示す IEEE9 母線系統を改変したモデルに 2 端子 HVDC システムが接続されたシステムを

用いることとする。なお，ここでは簡略化のために 2 端子 HVDC システムに提案手法を適用した

解析を行うが，提案手法は多端子 HVDC システムにおいても同様に適用することが可能である。

図 4.21 中に示した G1 及び G2 は火力発電機（G1：300MVA，SG2：200MVA），G3 は水力発電

機（G3：100MVA）を表している。更に，100 MVA のかご形誘導発電機（Squirrel Cage Induction 

Generator：SCIG）を用いた固定速風力発電機で構成される WF，3 つの負荷（Load A，B，C）が 

 

 

図 4.20 電圧制御モデル 
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図 4.21 想定する電力系統モデル 

 

接続されている。G1 及び G3 は LFC 運転，G2 は GF 運転するものとする。なお，本解析条件下

においても 4.3.1 節と同様，付録に記載したガバナモデル，LFC モデル，風力発電機モデルを使用

する。 

提案手法の有用性を確認するために，ここでは図 4.21 に示す系統内における F1～F12 の 12 地

点それぞれにおいて 1 回線 3 相地絡故障（3 Line to Ground fault：3LG）が発生した場合を想定す

る。図 4.22 に示すタイムシーケンスに従い，シミュレーション開始から 0.1 秒時に 3LG 発生，

0.2 秒時に遮断器（Circuit Breaker：CB）により故障回線の両端を遮断，その後 1.0 秒の無電圧時

間を経て，1.2 秒時に故障回線再閉路を行うものとする。ただし，必要に応じて 1.6 秒で系統連系

規定に準じて WF を解列する[61]。なお，WF の風速は定格値一定とする。また，HVDC システム

の初期潮流は 0.0 p.u.のフローティング状態とする。 

提案する HVDC システムにおける VSG 制御では，0.3 Hz 以上の周波数偏差∆𝑓を検出した場合

に起動し，∆𝑓が 0.03 Hz 以下になった時点で制御を停止するものとする。また，本論文では試行

錯誤的に，電圧制御におけるゲイン𝐾𝑞は 1.4 に設定する。図 4.18 中のファジィ制御器（Fuzzy Logic 

Controller I 及び Fuzzy Logic Controller II：FLC-I，FLC-II）のルールベースを表 4.4，表 4.5 に示

し，FLC-I 及び FLC-II の入出力の関係に基づく三次元特性グラフを図 4.23 に示す。表 4.4，表 

4.5 中の各 FLC における，ルールベース及びメンバーシップ関数に用いている評価記号はそれぞ

れ，PM は Positive Medium，PS は Positive Small，ZR は Zero，NS は Negative Small， NM は Negative 

Medium を意味している。なお，各 FLC の特性は，本論文においては事前の検証によって試行錯

誤的に決定している。ここでは，ファジィ制御において，対称とするシステムの入出力の関係に

基づいて後件部を設定する手法として，高木・菅野ファジィ推論を採用する。また，前件部，後

件部の各メンバーシップ関数は取扱が容易であり，一般的に用いられている三角型を用いること

とする。 
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図 4.22 タイムシーケンス 

 

 

表 4.4 ルールベース（FLC-I） 

(∆𝑓)/𝑑𝑡 (Differential) 

∆𝑓 

 PM PS NS NM 

PM PM PM PS ZR 

PS PM PS ZR NS 

ZR PM PS NS NM 

NS PS ZR NS NM 

NM ZR NS NM NM 

 

 

表 4.5 ルールベース（FLC-II） 

∫ (∆𝑓)𝑑𝑡 (Integration) 

∆𝑓 

 PM PS NS NM 

PM PS PM PS ZR 

PS ZR PS ZR ZR 

ZR ZR ZR ZR ZR 

NS ZR ZR NS ZR 

NM ZR NS NM NS 
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(a) FLC-I（慣性出力∆𝑃𝑃𝑖𝑛𝑒𝑟𝑡𝑖𝑎） 

 

 

(b) FLC-II 入出力関係（同期化出力∆𝑃𝑠𝑦𝑛𝑐ℎ） 

図 4.23 各 FLC の入出力関係 

4.4.5 解析結果 

4.4.4 項にて説明した解析条件下において，以下に示す Case 1～Case 3 の 3 ケースにてシミュレ

ーション解析を行い，それぞれの系統安定度向上効果について比較検討する。 

 

Case 1：HVDC システムにおいて制御を行わない場合 

Case 2：HVDC システムにおいて電圧制御のみ行う場合 

Case 3：HVDC システムにおいて電圧制御及び仮想同期発電機制御を行う場合（提案手法） 
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風力発電機における端子電圧の応答を図 4.24，系統周波数を図 4.25，HVDC システムの出力

電力を図 4.26 に示す。Case 1 において，F1，F8～F1 にて 3LG が発生した場合，図 4.24(a)に示す

ように風力発電機端子電圧の低下が低下していることが確認できる。なお，この際，図中に黒線

で示した日本における FRT 要件に従って，WF は電圧低下によって 1.6 秒時に交流系統から解列

されることがわかる。この WF のトリップによって，WF からの出力電力が途絶えると，図 4.25(a)

に示すように系統周波数が低下し，最終的に系統全体が不安定に至っていることがわかる。一方，

F2～F7 にて 3LG が発生した場合，風力発電機端子電圧は一時的に低下するものの，最終的に 1.0 

p.u.まで復帰しており，WF のトリップは生じないことか確認できる。これにより，この故障条件

においては，故障発生後において系統周波数が 50 Hz まで復帰していることがわかる。 

HVDC システムにおいて電圧制御のみを行う Case 2 では，図 4.26(a)に示すように HVDC シス

テムは電圧変動に従って無効電力を出力していることが確認できる。これにより，図 4.24(b)に示

すように，F1・F8 において 3LG が発生した場合には，WF のトリップを防ぎ，系統を安定化でき

ることがわかる。しかしながら，比較的 WF から近い距離である F9～F12 において 3LG が発生し

た場合には，図 4.24(b)に示すように電圧制御によって WF を安定化することができず，Case 1 と

同様，FRT 要件に従って WF がトリップすることがわかる。この場合，これまで発電していた WF

の出力が瞬時に切断されるために，周波数の低下が引き起こされ，最終的に系統は不安定になる。

なお，F2～F7 において 3LG が発生した場合については，Case 1 にて示したように，HVDC シス

テムにおいて制御を行わなくとも周波数が安定化されているため，Case 2 及び Case 3 におけるシ

ミュレーション結果では該当するグラフは割愛している。 

一方，提案手法を用いた Case 3 では，図 4.26(b)に示すように電圧制御に加えて系統周波数偏

差𝛥𝑓に応じた有効電力出力を行う，VSG 制御が実施されていることが確認できる。これにより，

Case 2 において電圧制御のみでは系統が不安定となった F9～F12 における 3LG に対しても，WF

のトリップを回避することはできないが，System B から HVDC システムを介して System A 側へ

有効電力を供給することで，周波数の低下を防ぎ，系統を安定化できることがわかる。なお，F1・

F8 において 3LG が発生した場合については，Case 2 にて示したように，HVDC システムにおけ

る電圧制御のみで周波数が安定化されているため，Case 3 におけるシミュレーション結果では該

当するグラフは割愛している。 

ここで，以上の Case 1～Case 3 における解析結果を表 4.6 に纏める。表 4.6 中の×は，交流系

統が最終的に不安定に至ること，〇は安定化されていることを意味している。なお，電圧制御に

よる系統安定化の可否に関しては，表 4.6 からもわかるように制御電源である HVDC システム，

WF，故障点それぞれの位置関係も影響する。従って，今後更に導入が増えると見込まれる蓄電池

や既存の 2 端子 HVDC システム，更には洋上 WF の進展などに応じて新設されることが想定され

る多端子 HVDC システムも考慮しつつ，複数の制御電源の活用を前提とした系統安定化に貢献す

る制御システムの構築が必要になると考えられる。この際，今後蓄電池の導入が更に増大すると

は言え，当面は高コストが見込まれる問題もあり，全ての RE 電源の近傍に設置できるとは限ら

ず，従って限られた蓄電池や既存の HVDC システムを有効に協調した制御システムの構築が必要

となる。本論文で提案した HVDC システムの運用手法は複数の制御電源との協調が可能であり，

その際の基礎として有効に活用されることが期待できる。 

以上の解析結果より，電圧制御による WF 安定化の可否は制御電源，故障点及び WF の位置関
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係に依存するものの，地絡故障によって生じる瞬時電圧低下を抑制し，WF のトリップを回避し

て系統を安定化する可能性を高めることができることが明らかとなった。なお，電圧制御によっ

て WF を安定化できずのトリップを回避できないケースも想定されるが，この場合には，提案す

る VSG 制御を行うことで WF がトリップした後においても，同期発電機の減速脱調を防ぎ，交

流系統の安定度向上に貢献できることを確認した。以上により，提案する VSG 制御手法を HVDC

システムに実装した場合における系統安定度向上効果が明らかとなり，提案手法の有効性を確認

した。 

 

 

 

(a) Case 1 

 

(b) Case 2 
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(c) Case 3 

図 4.24 風力発電機端子電圧 

 

(a) Case 1 
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(b) Case 2 

 

(c) Case 3 

図 4.25 系統周波数 

 

(a) Case 2 
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(b) Case 3 

図 4.26 HVDC システムの出力電力 

 

表 4.6 解析結果 

(a) Case 1                 (b) Case 2                   (c) Case 3 
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F9 :  Active Power  Reactive Power   F10 :  Active Power  Reactive Power

F11 :  Active Power  Reactive Power F12 :  Active Power  Reactive Power

故障地点 WF System A 

F1 × × 

F2 〇 〇 

F3 〇 〇 

F4 〇 〇 

F5 〇 〇 

F6 〇 〇 

F7 〇 〇 

F8 × × 

F9 × × 

F10 × × 

F11 × × 

F12 × × 

 

故障地点 WF System A 

F1 〇 〇 

F2 〇 〇 

F3 〇 〇 

F4 〇 〇 

F5 〇 〇 

F6 〇 〇 

F7 〇 〇 

F8 〇 〇 

F9 × × 

F10 × × 

F11 × × 

F12 × × 

 

故障地点 WF System A 

F1 〇 〇 

F2 〇 〇 

F3 〇 〇 

F4 〇 〇 

F5 〇 〇 

F6 〇 〇 

F7 〇 〇 

F8 〇 〇 

F9 × 〇 

F10 × 〇 

F11 × 〇 

F12 × 〇 
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第 5 章 結論 

本章では，本論文で述べた内容のまとめおよび今後の展望について記載する。 

5.1 本論文のまとめ 

本論文では，WF に代表される RE 電源が電力系統に大量導入されることを想定し，面的に分

散して建設された複数の洋上 WF の発電電力を大需要地まで送電する手段として期待される

HVDC システムの変換器制御方式に関する検討を行った。 

 

＜第 1 章＞ 

本論文の背景として，世界的に RE 電源の導入拡大が進められる背景について述べ，特に WF

の大量導入に伴う課題と，その解決策として活用が期待される HVDC システムの研究動向及び

運用例について記述した。 

 

＜第 2 章＞ 

RE 電源の大量導入に向けて新設されることが想定される，HVDC システムにおける従来の

有効電力・直流電圧制御手法と，その問題点について記述した。この問題点を解消することを

目的とした有効電力・直流電圧制御手法を提案し，その制御能力をシミュレーション解析によ

り評価した。提案した手法の特徴を以下にまとめる。 

 

１．各端子の運転特性切替を可変電圧閾値に基づいて判断しており，各端子が自律的に動作す

ることから，端子脱落時においても速やかに直流電圧制御端子を確保できる。 

２．可変電圧閾値は端子間通信を用いて多端子 HVDC システムの上位制御系にて決定されるた

め，通信トラブルが生じた際には閾値の更新が困難となるが，提案手法では通信が途絶えた

場合を想定した運転特性の切替まで考慮しており，この場合にもシステムを停止することな

く運転継続が可能である。 

３．システムに接続される WF 等の急峻な出力変動により直流電圧変動が生じた場合において

も，各端子の制御の干渉を回避できる。 

４．可変電圧閾値の設定値に依らず，HVDC システムにおける直流電圧基準値を自由に設定す

ることができる。 

 

＜第 3 章＞ 

多端子 HVDC システムの直流区間において永久故障が発生した場合を想定し，故障区間の遮

断後において健全回路のみでのシステムの運転継続を可能とすることを目的とした，緊急時制
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御手法を提案した。提案した手法の特徴を以下にまとめる。 

 

１．直流区間において故障が発生した際，故障の影響を受けていない健全回路の運転継続の可

能性を高めることができる。これにより，洋上 WF の発電機会の損失を最小限に抑えること

が期待される。 

２．詳細な故障箇所や分離系統の構成などの諸条件の把握を必要とせず，運転特性切替の判断

において上位制御系と端子間での通信に依存しない。 

３．DWT を用いることにより自端子情報のみで故障を検出し，この信号をもとに各端子におい

て運転特性切替の判断を行うことで，故障発生時において速やかに緊急時制御への切替を

実現できる。 

４．可変電圧閾値による緊急時制御によって，特に放射状のシステム構成の多端子 HVDC シス

テムにおいて故障発生時の信頼度向上に十分貢献できるが，これに加えて DWT を用いた

故障検出手法を組み合わせて採用することで，分離系統が複数パターン想定されるシステ

ムにおいても，健全回路の運転継続の可能性を高めることができる。 

 

＜第 4 章＞ 

一つの交流系統に複数の陸上受電点が設置されるような大規模な多端子 HVDC システムを

想定し，系統安定度向上に貢献するための周波数制御手法を提案した。更に，HVDC システム

に適用する PID ファジィ制御を基礎とした VSG 制御手法を提案し，これらの手法それぞれの

系統安定度向上効果をシミュレーション解析により明らかにした。その結果を以下にまとめる。 

  

１．提案手法を用いることで，周波数制御時における端子間での制御の干渉を回避し，直流電

圧制御端子を適切に決定することで，緊急時における電力融通を効率的に実施できること

が解析結果より明らかになった。 

２．多端子 HVDC システムに周波数制御を実装する場合，複数端子からの電力融通を行うこと

で，周波数変動が生じていない端子への影響を最小限に抑えることができる。 

３．HVDC システムは地域間連系のみならず，VSG 制御を実装することで RE 電源の導入拡大

に伴う慣性力の低下によって生じる問題の解消に寄与できることが明らかになった。 

４．提案する VSG 制御は HVDC システムへの適応に限らず，蓄電池や LFC 水力発電機などの

制御電源，あるいは以外の可制御電源，あるいはこれらを組み合わせて制御を行うことも

可能である。 

５．複雑なパラメータ設計を不要であり，シンプルかつ効果的な構成で VSC 制御を実施でき

る。 
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5.2 今後の展望 

今後の展望について，第 2，3 章「HVDC システムの変換器制御方式」と第 4 章「系統安定度向

上に貢献する HVDC システムの運用」に分けて挙げる。 

 

＜HVDC システムの有効電力・直流電圧制御方式＞ 

１．第 2 章にて提案した HVDC システムにおける可変電圧閾値に基づく有効電力・直流電圧制御

手法では，各制御方式適用時における交流系統側への影響については考慮していない。交流

系統側の状態を HVDC システムの運転方式に反映し，より効率的な電力融通の実現を目指す

ことが挙げられる。 

２．今回のシミュレーション解析では，多端子システムに接続される洋上 WF は常に一定出力で

あるものとした。実際には出力変動が生じる為，これによる影響について検討することが挙

げられる。 

３．本論文では，直流区間で故障が発生した場合を考慮した多端子 HVDC システムの制御手法の

開発を目的としており，シミュレーション解析において各変換所の交直変換器，遮断器，開

閉器等の詳細な動作は模擬していない。保護方式について詳細な検討を含めることで，故障

種別や故障箇所の相違による影響について検討することが挙げられる。 

４．多端子直流送電システムは，設置される地域によって様々な構成がとられるものと考えられ

る。構成の違いによる故障区間の遮断方式への影響を考慮することが課題として挙げられる。 

５．本論文では，離散ウェーブレット変換から得られる情報を基に，各端子の運転特性切替を実

行する変換器制御手法の開発を目的としたため，離散ウェーブレット係数のピーク値に設定

する閾値や，マザーウェーブレットは試行錯誤により決定した。今後，この閾値やマザーウ

ェーブレットの設定方法について検討することで，制御性能の向上につながるものと考えら

れる。 
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＜系統安定度向上に貢献する HVDC システムの運用＞ 

１．本論文では，多端子 HVDC システムの運転特性切替や融通電力量の適切な融通電力量の算出

を考慮した周波数制御手法に着目したが，システムに接続される風力発電機側の制御は考慮

していない。周波数制御時における風力発電機側の制御について考慮することで，より系統

安定度向上効果を高めることができると考えられる。 

２．提案する周波数制御手法の適用先は，単極構成のシステムに限定されるものではないが，双

極構成においては負極と正極間での電力配分を適切に決定する必要がある。この点において，

更なる検討の余地があるものと考えられる。 

３．本論文におけるシミュレーション解析では，周波数制御を行う際，系統安定化に必要な融通

電力量を他の端子から問題なく確保できることを前提としている。システムに接続される洋

上 WF や交流系統の運転状態によってはこの融通電力量を十分に確保できない場合も想定さ

れるため，この場合を考慮した解析を行うことが挙げられる。 

４．本論文では，HVDC システムに適用可能な VSG 制御手法の開発を目的としており，各パラ

メータの設計自体には焦点を当てていない。従って，ファジィ制御器のルールベースや制御

ゲインの決定方法について検討することが課題として挙げられる。 
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付録 

・ DWT の定義 

3.4 節において使用した，DWT の定義について記述する[43]。信号𝑓(𝑡)に対し，マザーウェー

ブレット𝜓(𝑡)による連続ウェーブレット変𝑊(𝑎, 𝑏)は次式で定義される。 

 

𝑊(𝑎, 𝑏) = ∫ 𝑓(𝑡)
∞

−∞

𝜓∗
(𝑎,𝑏)

(𝑡)𝑑𝑡 (1) 

𝜓(𝑎,𝑏)(𝑡) =
1

√𝑎
𝜓 (

𝑡 − 𝑏

𝑎
) , (𝑎, 𝑏 ∈ 𝑅, 𝑎 ≠ 0) (2) 

 

なお，𝑎はスケール，𝑏は時刻のパラメータであり， 𝜓∗
(𝑎,𝑏)

(𝑡)は𝜓(𝑎,𝑏)(𝑡)の複素共役を表す。DWT

では，(2)式の𝑎，𝑏をそれぞれ2𝑗，2𝑗𝑘（𝑗，𝑘は整数）に置き換え，次式のように離散化すること

で，計算の高速化を図る。 

 

𝜓(𝑗,𝑘)(𝑡) =
1

√2𝑗
𝜓 (

𝑡 − 2𝑗𝑘

2𝑗
) (3) 

 

ここで，𝑊(2𝑗 , 2𝑗𝑘) ≡ 𝑑𝑘
(𝑗)とすると，𝑑𝑘

(𝑗)は，各レベル𝑗におけるウェーブレット係数となる。 

 

・ ガバナモデル 

 第 4 章のシミュレーション解析において用いた水力発電機及び火力発電機のガバナモデルをそ

れぞれ図 1 及び図 2 に示す[62]。なお，GF の運転余裕は発電機定格出力＋5％とする。ここで，

∆𝜔[p.u.]は回転数偏差，65M は負荷設定（出力基準値[p.u.]），77M は負荷制限（65M+定格出力

[MW]×PLM[%]），PLM はガバナ運転余裕（定格出力に対する割合[%]），∆𝑃𝑡ℎは水車またはター

ビン出力，𝑃𝑟𝑒𝑓_𝐻𝑦𝑑𝑟𝑜は水力発電機の有効電力指令値とする。表 1 に，4.3 節，4.4 節で用いた 65M

及び 77M の値を示す。 

 

 

図 1 水力ガバナモデル[62] 
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図 2 火力ガバナモデル[62] 

 

表 1 65M 及び 77M の値 

同期発電機 65M（負荷設定） 77M（負荷制限） 

G1 LFC signal 1.0 

G2 0.8 0.85 

G3 LFC signal 1.0 

 

また，SG の励磁装置内には自動電圧調整器（Automatic Voltage Regulator：AVR）が設置されてい

るが，本論文においては IEEE Type AC1A exciter モデルを使用した。 

 

・ LFC モデル 

 第 4 章のシミュレーション解析において用いた LFC システムモデルを図 3 に示す。ここで，

𝐾𝑠𝑦𝑠は系統定数（15 %MW/Hz），𝑃𝑠𝑦𝑠は系統容量（600 MW），𝑃𝐻𝑦𝑑𝑟𝑜は水力発電機の定格容量（100 

MW），𝑃𝑇ℎ𝑒𝑟𝑚𝑎𝑙は火力発電機の定格容量（300 MW）である。本 LFC システムは，系統周波数の

偏差∆𝑓を検出し，𝐾𝑠𝑦𝑠に応じて地域供給量（Area Requirement：AR）を算出し，PI 制御器を用い

て周波数偏差を 0 に近づけるように LFC 発電機に出力値信号を送信する[63]。なお，LFC 火力機

である G1 には定格容量に対して 5 [%MW/min]，LFC 水力機である G3 には定格容量に対して 100 

[%MW/min]の変化率制約を設けている。 

 

 

図 3 LFC モデル[63] 
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・ 風力発電機モデル 

 4.4.4 項～4.4.5 項のシミュレーション解析において用いた風車モデルは SCIG に基づいており，

回転子は風車主軸によって駆動され，固定子は系統に直接接続されている。回転子の回転速度は

1～2%とわずかに可変できるに過ぎず，ほぼ固定速である。また，風車モデルとして MOD-2 風車

を採用した。風車モデルの出力及びトルクに関する関係式を(4)(5)式に示す。 

 

𝑃𝜔𝑡𝑏 =
1

2
𝜌𝐶𝑝(𝜆, 𝛽)𝜋𝑅2𝑉𝑊

3 (4) 

𝑇𝑀 =
1

2
𝜌𝐶𝑡(𝜆, 𝛽)𝑅3𝑉𝑊

2 (5) 

 

ここで，𝑃𝜔𝑡𝑏[W]は風車出力，𝜆は周速比，𝑅は風車半径[m]，𝜔𝑚[rad/s]は風車角速度，𝛽[deg]はピ

ッチ角，𝑉𝑊[m/s]は風速，𝜌[kg/m3]は空気密度，𝐶𝑡はトルク係数，𝑇𝑀[Nm]は風車トルクを表してい

る。また，周速比は(6)式で表すことができる。 

 

𝜆 =
𝜔𝑚𝑅

𝑉𝑊

 (6) 

 

なお，パワー係数𝐶𝑝を(7)式に示す。𝐶𝑝はブレード形状に応じて非線形に変化するが，本論文では

MOD-2 風車の空力特性として与えられている周速比とピッチ角を用いた近似式(7)(8)式を採用し

た。 

 

𝐶𝑝(𝜆, 𝛽) =
1

2
(Γ − 0.022𝛽2 − 5.6)𝑒−0.17Γ (7) 

Γ =
𝑅

𝜆
∙

3600

1609
 (8) 

 

風車特性を表すには，上述のようなパワー係数𝐶𝑝が用いることが一般的であるが，本論文では

シミュレーションモデルを構築する上で，風車モデルから発電機モデルにトルクを入力する必要

があり，(9)式を用いてパワー係数をトルク係数に変換する。 

 

𝐶𝑡(𝜆) =
𝐶𝑝(𝜆)

𝜆
 (9) 

 

なお，入力トルク𝑇𝑀は p.u.値で扱うため，トルク基準値とそれに相当する風車半径及び定格回

転数の基準値を決めておくことで，異なる容量の発電機に対してもこの風車モデルを使用するこ

とができる。ここで，この風車モデルの基準値は，発電機容量 2.0 MVA，定格回転数 17.55 rpm，

風車半径 45.73 m とする。また，MOD-2 風車のパワー係数特性を図 4 に示す。パワー係数𝐶𝑝は周

速比とピッチ角𝛽によって図 4 のように変化し，ピッチ角𝛽が増加するにつれてパワー係数𝐶𝑝のピ

ーク値は減少する。 
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図 4 パワー係数特性 


